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2021-6-2 成年後見制度利用促進専門家会議 第１回成年後見制度の運用改善等に関する

ワーキング・グループ 

 

○新井主査 それでは、定刻となりましたので、ただいまから成年後見制度利用促進専門

家会議 第１回「成年後見制度の運用改善等に関するワーキング・グループ」を開催いた

します。 

 委員の皆様方におかれましては、大変お忙しいところをお集まりいただいて、誠にあり

がとうございます。 

 これまでのワーキングの司会をされていた上山先生からバトンタッチを受けまして、本

日は新井が担当いたしますので、よろしくお願いします。少しPCに不慣れなところがあり

ますけれども、一生懸命やりますので、よろしくお願いします。 

 なお、今日は、障害者権利条約の理念を尊重して、全員「さん」とお呼びしますので、

あらかじめ御了承ください。 

 このワーキング・グループは、新型コロナウイルス感染症の拡大防止の観点から、ウェ

ブ会議システムを活用しての実施としております。 

 また、傍聴席は設けず、動画配信システムでのライブ配信により、一般公開する形とし

ております。 

 まず、本日の委員の皆様の出席状況について、事務局から報告をお願いいたします。 

○成年後見制度利用促進室長 厚生労働省成年後見制度利用促進室長の松﨑でございます。 

 それでは、本日の出席者等について、確認します。現在、御覧のとおりの出席となって

います。なお、瀬戸委員に関しましては、先ほど欠席との御連絡がありましたので、この

点、申し添えます。 

 続きまして、ウェブ会議における発言方法を確認します。発言される場合は、zoomの「手

を挙げる」機能を使用ください。発言者は、主査から指名しますので、指名に基づき御発

言をお願いします。 

 「手を挙げる」機能を使用しているにもかかわらず、発言希望の意思が会場に伝わって

いないと思われる場合には、ウェブ会議システムの「チャット」機能等で会場へ御意思を

お伝えいただくことも可能です。ただし、原則としては、zoomの「手を挙げる」機能の使

用をお願いします。 

 なお、チャット機能等で御記入いただいた内容は、ウェブの画面及び配信画面において

も表示されます。この点、御承知おきください。 

 よろしくお願いいたします。 

○新井主査 ありがとうございました。 

 報道関係者の皆様におかれましては、カメラ撮りはここまでとさせていただきます。 

 それでは、議題１「有識者等による報告」に入りたいと思います。 

 本日は「意思決定支援ガイドライン」に関して、３件の報告と質疑応答をして、その後
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に全体を通しての意見交換を行います。 

 本日の議題に入る前、事務局から、本日のワーキング・グループに関連する基本計画等

の資料等の説明をお願いいたします。 

○成年後見制度利用促進室長 事務局です。今回は、意思決定支援ガイドラインというこ

とで資料をまとめています。こちら、現行の基本計画のKPIということでございまして、意

思決定支援に関係しましては、こちらに御覧のとおり、医療に係る意思決定が困難な人へ

の円滑な医療・介護等の提供といった項目が掲げられているということです。 

 意思決定支援、実は今、御覧いただいたもの以外にも幾つかあります。１つ目が「障害

福祉サービス等の提供に係る意思決定支援ガイドライン」です。こちらのガイドラインの

趣旨ですけれども、障害者総合支援法においては、障害者が「どこで誰と生活するかにつ

いての選択の機会が確保」される旨を規定し、指定事業者や指定相談支援事業者に対し、

「意思決定支援」を重要な取組として位置づけている。こういったことも受けまして、意

思決定支援の定義や意義、標準的なプロセスや留意点をまとめたガイドラインを作成した

ということです。 

 内容としては、こちらの基本原則でまとめています。 

 １つ目は、本人への支援は、自己決定の尊重に基づき行うこと。 

 ２つ目、職員等の価値観においては不合理と思われる決定でも、他者への権利を侵害し

ないのであれば、その選択を尊重するように努める姿勢が求められるということ。 

 そして、３つ目が、本人の自己決定や意思確認がどうしても困難な場合は、本人をよく

知る関係者が集まって、様々な情報を把握し、根拠を明確にしながら意思及び選好を推定

するといったことが原則として掲げられておりまして、こちらのガイドラインは平成28年

にできたものですけれども、各種職員研修等でも活用されているということです。 

 次が高齢者ということでございまして、「認知症の人の日常生活・社会生活における意

思決定支援ガイドライン」です。こちらのガイドラインの趣旨は、上に掲げております。

認知症の人に関わる人において行われる意思決定支援の基本的考え方や姿勢、方法、配慮

すべき事柄等を整理して示して、これによって、認知症の人が、自らの意思に基づいた日

常生活・社会生活を送れることを目指すものということです。 

 基本原則を書いております。認知症の人が、意思決定が困難と思われる場合であっても、

意思決定しながら尊厳をもって暮らしていくことの重要性について認識することが必要。

そして、本人の示した意思は、それが他者を害する場合や本人にとって見過ごすことので

きない重大な影響が生ずる場合でない限り尊重される。また、意思決定支援に当たっては、

身近な信頼できる関係者等がチームとなって必要な支援を行う体制（意思決定支援チーム）

が必要であるといったことが基本原則です。 

 30年にできたガイドラインで、こちらも障害と同様に各種研修につなげられているとい

うことです。 

 次が、最初に御紹介いたしました医療関係で、身寄りがない人の入院及び医療に係る意
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思決定が困難な人への支援に関するガイドラインということです。 

 背景は、実は成年後見以外にももう一つありまして、こちらです。「身元保証等高齢者

サポート事業に関する消費者問題についての建議」で、病院・福祉施設等が身元保証人等

に求める役割等の実態を把握するということになります。 

 成年後見におきましても、被後見人に関連しまして、医療・介護等を受けるに当たり意

思を決定することが困難な人が、円滑に必要な医療・介護等を受けられるようにするため

の支援の在り方と、その中における成年後見人等の事務の範囲について、具体的な検討を

進め、必要な措置が講じられる必要があるといった記載があるということで、医療の現場

における「身元保証・身元引受等」の役割や成年後見制度について、実態を把握する必要

性があるといった流れがございまして、概要に入ります。 

 これでガイドラインができたということでございまして、読み手は、当然医療機関に勤

務する方々です。対象者が、身寄りがない人に加えまして、家族・親族に連絡がつかない

人や、家族の支援が得られない人です。 

 医療機関が現行、どういったことを求めているかということですけれども、御覧のとお

り、緊急の連絡先、入院計画書、入院中に必要な物品の準備等、ここに掲げられているも

のがございます。 

 ここで※印に書いていますけれども、「身元保証・身元引受等」に対して医療行為の同

意をする役割を期待している事例もあるけれども、医療行為の同意については、本人の一

身専属性が極めて強いものであって、「身元保証人・身元引受人等」の第三者に同意の権

限はないと考えられるといった記載があります。 

 具体的には、こちらですけれども、判断能力が十分な方や、不十分で成年後見を利用し

ている場合、利用していない場合に具体事例を示した上で、実際、こういった意思決定が

困難な場合には、こちらにある、意思決定が求められる時点で本人の意思が確認できない

場合には、関係者や医療・ケアチームの中で慎重な判断を行う必要があるということです。 

 このときの考え方ですけれども、家族等が本人の意思を推定できる場合には、推定意思

を尊重して、本人にとっての最善の方針を取ることを基本とする。 

 そして、家族等が本人の意思を推定できない場合には、本人にとって何が最善であるか

について、本人に代わる者として家族等と十分に話し、本人にとっての最善の方針を取る

ことを基本とする。そして、時間の経過、心身の状態で変わり得るもので、このプロセス

を繰り返し行っていくということです。 

 成年後見人等に期待される役割ということですけれども、本人の意思決定が困難な場合

において、成年後見人等が以下の役割を果たすことで、円滑に必要な医療を受けられるよ

うにすることが重要。契約の締結、身上保護、本人の意思の尊重、ここで掲げているよう

な取組です。 

 次が、成年後見に関連いたしまして、意思決定支援を踏まえた後見事務のガイドライン

というものです。これは、本日のプレゼンテーションでもまた触れられますので、私のほ
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うでごくごく簡単に触れておきたいと思います。 

 ガイドラインの趣旨ですけれども、ちょっと見にくくて申し訳ございません。後見人等

を含め、本人に関わる支援者らが常に、全ての人には、自分のことを決める力があるとい

った前提に立って、後見人等に就任した者が、意思決定支援を踏まえた後見事務等を適切

に行うことができるように、何が後見人等に求められているかの具体的なイメージを示す

といったガイドラインです。 

 どういったときに後見人として意思決定支援を行うかということですけれども、本人に

とって重大な影響を与えるような法律行為、それに付随した事実行為です。 

 プロセスとしては、支援チームによる対応ということで、意思決定支援のための環境を

整備していきましょう。そして、関係するチームを支援して、本人を交えたミーティング

をして、意思が表明された場合にどうやって対応していくかといった所々で、後見人とし

て必要なチェックを行っていくということです。 

 こちらが難しい場合には、代行決定のプロセスということです。ここに掲げております

ように、本人が自ら意思決定できるよう、実行可能なあらゆる支援を尽くさなければ、代

行決定に移ってはならないということで、極めて限定的な運用にされています。 

 こちらに掲げているのが具体的にということですけれども、そもそも意思決定や意思確

認が困難と見られる局面と、本人にとって見過ごすことができない重大な影響が懸念され

る局面というところで、限定的にというお話です。 

 それ以降の資料は、今、紹介いたしました各ガイドラインを比較したものということで

す。 

 あと１点、資料を共有します。基本計画の関係です。実は、今回の資料はほとんど意思

決定支援に関係するものばかりということで、重要となる１つのコアとなる概念だけ共有

できればと思っています。意思決定に関係してですけれども、後見人は、本人の自己決定

権の尊重を図りつつ、身上に配慮した後見事務を行うことが求められており、後見人が本

人に代理して法律行為をする場合にも、本人の意思決定支援の観点から、できる限り本人

の意思を尊重し、法律行為の内容にそれを反映させることが求められるといったことが掲

げられているということです。 

 私からの説明は以上です。よろしくお願いいたします。 

○新井主査 ありがとうございました。 

 それでは、有識者の報告に移ります。まずは、豊田市の加藤さんからお願いいたします。

よろしくお願いします。 

○加藤参考人 それでは、豊田市の取組を発表させていただきます。 

 本日の話の内容ですが、意思決定支援に関することとしまして、特に３番にある豊田市

意思決定支援ポイント集の作成を中心的に話していきたいと思いますので、よろしくお願

いします。 

 こちらのスライドは、豊田市の概要を示しております。面積がとても広くて、都市部と
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山間部との間で社会資源とかも違っていたり、私が日々支援の中で感じていることとして

は、産業都市ということもあって、県外出身の方が多くいるというのも、うちの市の特徴

ではないかなと感じています。 

 こちらのスライドは、豊田市の市全体の総合計画のスライドになります。豊田市全体と

して課題共有、施策推進を図っていくために、総合計画にも位置づけ、権利擁護の取組等

を載せています。こうしたことをすることによって、企画政策部門とか財政部局といった

ところとも連携・合意が図りやすいという体制づくりを取っています。 

 続いてのスライドですけれども、ここから意思決定支援に関する部分に入っていきたい

と思います。豊田市が意思決定支援に関する取組を進めるに至った背景についてのスライ

ドになります。まずは、成年後見支援センターの実践からの気づきが１点目になります。

センターが中核機関として広報などに取り組んでいく中で、多くの方たちから、エンディ

ングノートに絡めて出前講座をやってくれないかといった声を多くいただく形になりまし

た。 

 また、後見支援センターは、法人後見の業務も行っております。その中で、余命宣告さ

れた方の在宅生活の支援に携わり、チームの一員としてサポートに加わっていきました。

在宅で亡くなることに不安を感じる大家さんといった方たちとの調整もずっと図りながら

進めてきました。そういった大家さんであったり、チームのみんなといろいろと意見交換

していく中でも、在宅、ここで住みたい、ここでみとりを受けたいといった意思決定支援

はとても大事だねという意見がやり取りの中で共有され、その大切さから豊田市の成年後

見制度利用促進計画にも事業として位置づけるという動きになっていきました。 

 こちらは、意思決定支援の取組を進めるに至った経緯の２つ目になります。医療や福祉

の多職種の方と合同で、ACPのテーマで研修会を開催しております。その研修を通じて、自

分とは違う職種の、ほかの職種の方を意識して、体制整備、環境づくり等をやっていく必

要があるのではないかといった意見であったり、専門家も含めて、市民の方々にまだまだ

この意思決定支援が知られていないねといった広報・啓発の大切さも、認識させていただ

きました。 

 今、触れた後見センターの実践を踏まえた形と、医療等の研修の場といった２つの背景

を基に、豊田市で行う意思決定支援に関する取組の柱は、左にあります環境整備と普及啓

発の２本にしていく形になりました。具体的な取組として、今日、中心的にお話ししてい

く意思決定支援ポイント集の作成であったり、その他、いろいろな事業に取り組んでいく

ことになりました。 

 先ほどのスライドに幾つかの取組の掲載がされていましたが、取組を進めていくに当た

り、検討を行う場が必要ということで、ワーキング・グループを設置しました。メンバー

は、こちらのスライドに載っているとおりですが、福祉だけでなく、在宅医療の関係者と

一緒に考えていく体制というのを、ワーキングの中でも整えたというのが１つポイントか

なと考えています。 
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 また、意思決定支援をする役割を担う立場として、中核機関である成年後見支援センタ

ーであったり、市の総合相談課も、このワーキングには関わりを持って参加していくとい

う形になりました。 

 ここから、先ほどのワーキングの取組の一つである意思決定支援ポイント集についての

説明をさせていただきます。このスライドには、ポイント集の全体概要等が載せてありま

す。それから、事前に参考資料としても提示させていただきましたので、また詳しくはそ

ちらのほうを見ていただければと思います。 

 まずは、このポイント集をつくるに至った背景を説明させていただきたいと思います。 

 １つは、先ほどの説明にもありましたけれども、厚労省から各種ガイドラインが出され

ているけれども、１人の人として考えたときに、どのガイドラインを使ったらいいのかと

いうのが分からないといった現場の声。もう一つは、豊田市の考え方の基盤が、対象や世

代を問わないという包括的支援を目指すものであり、この意思決定支援においても同様の

取組をしていくといった考え方がベースになっています。 

 検討の結果、ポイント集は、意思決定支援をする上での心がけという形でまとめること

になりました。こうしなさいというルールにしてしまうと、こういうときはどうすればい

いのという声が挙がってしまうだろう。その声に個別に対応していくというのは、ちょっ

としんどいなということで、どこに気をつけてほしいかという、職種が違ったとしても共

通して押さえておいていただきたいポイントをまとめる。これが駄目ですといったような

行動を制限したいというわけではなくて、本人の意思がしっかりと反映されて、こうした

いという思いの実現に近づけていくという市民サービスの向上といった面からも、ポイン

ト集という形でまとめるのがいいのではないかということになりました。 

 ポイント集の作成では、多職種参加型でワークショップを実施しています。スライドに

あるみたいに、非常に多くの職種の方に参加していただきながら、いろいろな意見を交わ

しました。そこで気づいたことになるのですけれども、意思決定支援と一言で言っても、

それぞれの立場によって捉え方とかイメージするものが違っているというところです。 

 高齢者の支援とか医療の立場の人からは、人生の最期といったところもイメージすると

いうのが非常に強く打ち出されてくるのですが、ふだんから知的障害、精神障害者などを

支援している方たちになってくると、今日何が食べたい、今どうしたいという、今をイメ

ージした捉え方になります。こういった捉え方の違いがあるのだとか、どうしても答えが

欲しくなってしまうところだけれども、答えは出さないということも一つの選択で、これ

も支援のポイントじゃないか、答えを出さないということもあるという意見。こういった

いろいろな意見が出て、ポイント集をまとめる上でのヒントとして、こうした多職種で一

緒に話す場というのが非常に有効的であったと考えています。 

 このスライドには、取組を通じた気づきから、ポイント集の果たす役割をまとめてみま

した。 

 １つは、スキルを身につけるとともに、支援者自身が苦手とすることへの気づき。ここ



9 

 

から人材育成につなげるといった質の向上。 

 ２点目は、参考書として活用することで、本人や家族の意思を引き出す。そして、支援

者同士が、何がいいのかといった検討を介してつながっていく。こういったきっかけの役

割があるのではないか。そのために、ポイント集には、手にした人が発想を広げていける

ように、事例紹介のページもたくさん取っていて、そこでは、こうした、その結果こうな

ったということだけではなくて、こういうところで苦労したということも掲載するように

しています。 

 ３つ目の役割は、引き出せた意思を記録して、次の展開へとしっかりとつなぎ止めてい

くこと。この積み重ねるといったことが非常に大切なことなのではないかと考えています。

本人の意思は、時間の経過や、そのとき置かれている状況によって変わっていくものです

し、その移り変わりの足跡もきっちりと共有していくことが大切なのではないかなと思い

ます。そうしたことを繰り返していくことによって、単純に支援する側とされる側という

関係だけじゃなくて、１人の人として、本人に興味がわくといったことから、知りたいと

思う気持ちもわいてくるでしょうし、知ることができたということにもつながって、その

ことがうれしいというお互いの関係性づくりにも役に立つのではないかという面でも、こ

のポイント集の役割があるのかなと考えています。 

 取組のまとめになります。 

 まず、１人の人として見ていくのだから、共通の考え方が必要ではないかといったこと。 

 ２つ目、これだといったルールを決めるのではなく、いろいろな発想につながるものが

求められているのではないかということ。先ほども話したとおり、考え方や意思というの

は人それぞれで変わっていくものだからこそ、ルールよりも自由な広がりといった捉え方

のほうがしっくりくると思います。個別支援の場面において、こうしなければならないと

いった正解はなかなかないのかなと思いますし、原則がイコール正解でもない。こういっ

たところは、しっかりと押さえておく必要があるのかなと思います。 

 ３つ目、チームとして関わっていくからこそ、共通認識を持つこと。それぞれがしっか

りと学んでいく機会が得られることが重要だと思います。先ほど、職種によって意思決定

支援といったときのイメージ、今のことなのかとか、終末期のことなのかという話もしま

したけれども、どちらが正解というわけでもなく、それぞれがそれぞれに合ったことをし

っかりと学んでいく。そして、相手のことも知る、お互いを尊重していくといったところ

が大事だなと感じています。 

 ４つ目、プロとしての支援者だけではなく、地域住民の巻き込みも行っていくところが

大事ではないかなと考えています。これによって、支援に厚みも生まれてくると思います

し、支援が必要な人も含めて、あらゆる人の社会参加の糸口、つながりになってくるので

はないかと考えています。 

 豊田市のポイント集作成の過程において、マニュアルではないですよということは繰り

返し伝えてきました。それを繰り返し伝えてきたこと自体に意味があったのかなと思って
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います。この繰り返し伝えていくという中で、意思決定支援というものがメンバーみんな

の中にしみわたっていくといったことが得られたのではないかということで、繰り返しの

発信というのがとても大事だなと感じています。 

 では、最後に、今後について少し触れていきたいと思います。スライドのほうには、４

点ほど記載してあります。記述のとおりですけれども、今後、取組を進めていく上で特に

気にかけているのが、本人の参加、本人も交えてどう進めていくかという点になります。

昨年度、豊田市では、成年後見制度の利用促進計画、それから後見制度のパンフレットの

分かりやすい版の作成をしました。 

 この作成の過程において、知的障害の当事者の方たちとワークショップをしながら作成

したのですけれども、このときに成年後見のことを話すと、お金の管理って何というスト

レートな意見であったり、豊田市と分かるようなイラスト、豊田スタジアムをイラストと

して書いてよ。そのほうが見たくなるというような意見を出してもらいました。なるほど、

自分のこととして捉えるときに、そういったイラストを入れたりということもあるのだな

とか、本当に素直な意見、捉え方も直接交えて聞けたということ自体に非常に意味があっ

たと考えていますし、これからもこうした機会というのは、折を見ながら設けていけたら

なと考えております。 

 もう一つとして、４点目にも書いた、市民による意思決定支援といった部分になります。

ふだん、私自身も支援者側というか、市役所の職員として本人と対面しているのですけれ

ども、この間、大勢の支援者に囲まれた本人がどんな気持ちなのかなというのを、ふと考

えさせられるような場面がありました。もしかしたら、プロというか、専門家と言われる

方たちに囲まれて、どきどきしてしまったり、自分はこんなことを思っているのだけれど

も、こんなことを言っていいのかなということを感じることはあるのではないかなと思い

ます。 

 そんなときに、専門家と言われる人たちじゃなくて、普通の市民と言われるような、そ

れに近い人たちが隣にいてくれると、それだけで安心するとか、あなた、自分の意見を言

ってもいいんだよとか、ちょっと背を押してくれるといったことがあると、こういった意

思決定支援がもう少しスムーズにいくのかなと。そういったところは、市民だからこそで

きることだと思うのですね。これから、市民だからこそというところにもう少し注目しな

がら、取組の検討とかが必要なのではないかというのを感じています。 

 ここまで、豊田市の取組のことを説明させていただきました。意思決定支援に関しては、

取組を進めていく上でも正解というのが見つかったという形ではない。ただ、その分繰り

返し学んでいく、みんなと意見を交わしていく、そのことが大事なのだというのが本当に

身にしみるような感覚が持てたというところは、ほかの市町に発信していったり、これか

らも仲間と共有していきたいところかと思います。 

 豊田市の報告は以上になります。 

○新井主査 加藤さん、どうもありがとうございました。とりわけ、時間をきちんと守っ
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ていただいたことについては、感謝申し上げます。 

 それでは、質疑応答に移ります。質疑応答の時間は10分を予定しておりまして、画面に

タイマーをセットします。また、できるだけ多くの方から質問をいただけるように、簡に

して要を得た質問と回答をお願いいたします。 

 それでは、ただいまの報告に質問がある場合、zoomの「手を挙げる」機能で挙手をお願

いいたします。いかがでしょうか。 

 では、青木さん、お願いします。 

○青木委員 ありがとうございました。 

 このポイント集ですけれども、具体的にこれからどんな場面で活用されていくとか、あ

るいは配布、どれぐらい印刷するのか、データ上なのか分かりませんが、どのように普及

していくか。実際、活用して好事例みたいなものがあったか、何かそういったことを御紹

介いただければと思います。 

○加藤参考人 実際に作成した冊子のほうは、昨年度はコロナの影響等もあって、思うよ

うに発信というよりは、中をもう一度見つめ直すという作業を進めていった形になるので

すけれども、今年度からしっかり啓発や、周知というところで、研修会というのも考えて

います。そういうときには、先ほど触れたこともありますけれども、多職種参加型で、い

ろいろな人と交わりながらやっていくというところも大事だと思っています。 

 それから、これがルールブックでもないので、いろいろな使い方があるのかなと。意思

決定支援に関わってきた人たちの経験値によって、まだまだこれからという人に関しては、

先ほど言っていました研修みたいなものも有効になるでしょうし、経験豊富な方だと、自

分がやった取組の振り返りで、より高めていってもらうというセルフチェックみたいな使

い方もできるのかなと思っています。なので、ホームページとかにも掲載して、このこと

は広くお知らせしていって、各自入手しながら波及していっていただくといったことを想

定しています。 

○新井主査 ありがとうございました。 

 続いて、星野さん、お願いします。 

○星野委員 社会福祉士会の星野です。本日は、ありがとうございました。 

 とりわけ専門職だけではなくて、市民の方が意思決定支援について深めていくというこ

とは、非常にすばらしい取組だなと思って聞いていました。御説明の中でも、市民後見人

の養成講座の中で意思決定支援を学ぶ科目があるということだったのですが、具体的にど

んな内容でやっていらっしゃるか。さらに、受任されない方でも市民目線で意思決定支援

について理解していくために、具体的にどんなことをこれからやられるのか、教えていた

だければと思います。 

 以上です。 

○加藤参考人 市民後見人の養成講座の中で話しているのは、まさにポイント集に書かれ

ているようなことがメインなのですけれども、まずは、どんな方にでも意思というのがあ
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るのだ。それをすっ飛ばして、第三者である誰か、ましてや後見人が決めていいことじゃ

ないのだということを、そこをまずしっかりと押さえていくこと。誰にでも意思があるの

だといったところをしっかり押さえるというところは、講座の中でポイントとしてやって

います。 

 市民後見人の活用というところは、まだ組織として具体的な話ができているわけではな

いので、個人的な意見にもなってしまうのですけれども、研修を修了しても受任待ちとい

うか、実際に後見人として動いている人はまだごく一部で、そうでない方たちも大勢見え

るのですね。そういった方たちに、訪問のときに一緒についてきてもらうとか、場合によ

っては、さっき言ったみたいに、この方たちだけがいて、市民感覚で触れ合うような場み

たいなものを積み重ねていくというのは大事じゃないのかなと思っていまして、そういっ

たところをちょっと考えていきたいなと思っております。 

○新井主査 星野さん、よろしいですか。はい。 

 それでは、ほかに質問はいかがでしょうか。大丈夫ですか。 

 それでは、後の意見交換のところで時間を取るために、ここで第１の報告については終

了といたします。加藤さん、どうもありがとうございました。 

 では、次に、みずほリサーチ＆テクノロジーズ株式会社の高橋さんから報告をお願いい

たします。 

○高橋参考人 よろしくお願いいたします。 

 それでは、後見人等への意思決定支援研修の取組ということで、みずほリサーチ＆テク

ノロジーズの高橋のほうから御報告させていただきたいと思います。 

 まず、弊社、４月１日に合併いたしまして、ちょっと長い名前に変わりましたので、ま

だ慣れていないところがありますが、変わったのだなということだけお見知りおきいただ

ければと思います。 

 では、早速報告のほうをさせていただきたいと思います。 

 まず、背景及びこれまでの弊社取組ということで、背景につきましては、先生方、よく

御承知のとおり、何よりも利用者がメリットを実感できるような制度・運用としていくこ

とで、その中でも意思決定支援というものが大事だということが言われていると思います。 

 このような流れを受けまして、弊社では令和元年度に、下のほうになりますが、社会福

祉推進事業「後見人等への意思決定支援研修の在り方検討」ということで、調査研究事業

をさせていただきました。 

 また、同年、令和元年度、最高裁判所、厚生労働省及び専門職団体の皆様が集まられた、

意思決定支援のガイドラインをつくるワーキング・グループへもオブザーバーということ

で参加させていただいて、上の調査研究事業の内容をワーキング・グループのほうに報告

させていただきながら、ガイドラインの策定のほうにも少し関わらせていただきました。 

 それで、令和２年度には、厚生労働省の委託事業としまして、「後見人等への意思決定

支援研修」を実施してまいりました。 
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 今日は、こちらの一番上の社会福祉推進事業、調査研究事業のほうで、どんなことを課

題として皆さんで議論してきたのかとか、また、昨年度、令和２年度、意思決定支援研修

を実際やってきて、今、どんな課題があるのかについて、進捗を併せまして皆様に御報告

させていただきたいと思ってございます。 

 では、次のスライドですが、まず、社会福祉推進事業で行いました在り方検討の調査研

究事業のほうについて説明させていただきます。こちらは、検討委員会及びワーキングと

いうものを立ち上げさせていただきまして、３つほど会議体をつくって、たくさんの有識

者の方に集まっていただいて検討を行いました。また、専門職への全国的なアンケート調

査であったり、ヒアリング調査といったものを行いながら、どのような研修をしていった

らいいのかという研修プログラムを、皆様と知恵を絞りながらつくるといったことをやら

せていただきました。 

 それで、検討委員会のほうは、本日主査を務められております新井先生のほうに、取り

まとめの座長をお願いさせていただきまして、研修プログラムの検討及び承認の全体的な

ところを検討していただいております。 

 また、この検討委員会の下に後見事務ワーキングを設置させていただきまして、意思決

定支援を踏まえた後見事務全般に関するワーキングということで、意思決定支援であった

り、身上保護の側面を通して、どうやったら利用者がメリットを実感できる運用にいかに

していけるのか。そのためには、どういった研修が必要なのかということを、こちらのほ

うでは検討していただきました。こちらの取りまとめは上山先生にしていただいてござい

ます。 

 もう一つが、財産管理ワーキングということで、本人の意思を尊重して、本人らしい生

活を送るための財産活用。財産管理をどうしていくのか。身上保護以外の財産管理を、福

祉的なところも重視した財産管理の運用ということについても検討させていただきました。

こちらのほうは、小賀野先生に座長、取りまとめをお願いしまして検討してきました。 

 では、ワーキングの中でどのような検討を行ってきたのかということを少し御紹介して

いきたいと思います。 

 まず、１つ目は、後見事務ワーキングというものでございます。これは、全５回開催し

ました。一番最初に、研修のあるべき姿、どういう問題意識があるのかというものを委員

の先生から出していただきまして、前半の２回で研修の骨格について議論して、後半のほ

うには、研修の内容の具体化、どういったものを伝えていくべきなのかといったものにつ

いて検討した。こんな形でワーキングを進めさせていただきました。 

 特に、ワーキングの中で議論があった点を報告させていただきますと、意思決定支援に

対する気づきというものが一番重要ではないかということで、意思決定支援の面白み、ま

た、やりがいといったものを感じられるような研修内容にしたらいいのではないかといっ

た御意見を先生方からいただきました。 

 一方で、意思決定支援というのは、実践ということが一番重要になりますので、座学で
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はなかなか伝わり切れないという御指摘。なので、こういったものを補っていくためにも、

ビデオの活用とか参加型のワークショップみたいなものに取り組んで、研修を続けていっ

たほうがいいといった御意見をいただきました。この辺りは、後半で御説明させていただ

くのですが、ビデオ教材というものを作ってワークショップをしていこうという先生方の

御意見を取り入れて作ってきました。 

 あと、下のほうに、研修を行っていったときの目的に関係するところですが、この意思

決定支援というのを地域で盛り上げていくためには、地域で担っていただけるリーダーを

人材育成していく必要があるのではないかといった御意見がありました。あと、共通のガ

イドラインができるということもありまして、共通知識、きちんとした基礎を皆様で共有

していくといった両方があるという議論がございました。 

 今回、国でやっていく事業もありますので、どちらかといえば②の共通知識の共有のと

ころに集中していって、それをベースに、各専門職団体であったり、中核機関における研

修事業のほうにつなげていくベースのものをつくり上げていこうといった議論が、後見事

務ワーキングの中でございました。 

 こういった議論を踏まえて、シラバスというものを作成させていただきまして、研修の

目的であったり、研修の目標、どういった内容をどういったスケジュールでやっていくの

かということを決めさせていただきまして、ワーキングの中で、教材の中身であったり、

そういったものも議論させていただきまして、調査研究の成果として検討委員会のほうで

も承認したという経緯でございました。 

 もう一つ、財産管理ワーキングをさせていただいたのですが、こちらは全部で２回行い

ました。まず、財産管理というのは多種多様でございますので、第１回目では、どんな取

組があるのかという全国的な取組事例を持ち寄って、先駆的な取組を皆で共有させていた

だきました。それを踏まえて、財産管理について、研修プログラムの中でメッセージをど

のように発信していったらいいのかということを、各先生方からいろいろな御意見をいた

だいたといった形で、財産活用ワーキングのほうを行わせていただきました。 

 それで、10ページ目に財産活用ワーキングにおける研修に向けた議論の結果を載せてお

るのですが、実際には、ワーキングの中で、これが財産管理だといったものの結論が出た

わけではございません。ただし、後見事務を行っていくに当たって、財産管理というのも

本人の望む生活というものをいかに実現させていけるか。本人の状態であったり、本人の

意思をしっかり酌み取って、本人の財産や資産状況に応じた後見事務を行っていくことが

必要だろう。そのためには、どういった注意点があるのかといったものを各先生方から議

論をいただきました。 

 ちょっとだけ御紹介させていただきますと、単年度の収支で考えがちなところではある

のですが、中長期の視点が一番大事であって、本人の状態が移り変わっていくというのも

考慮しながら、中長期的に計画を立てていくことが一番重要じゃないか。 

 あと、その人の特徴に応じた財産管理というのをしていく必要があるだろう。 
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 あと、そのためにはコミュニケーションというものが一番重要であったり、コミュニケ

ーションをしながら、特に自由に使えるお金みたいなものを、本人といろいろ話し合って

いくことも大事なのではないかといった議論をいたしました。 

 あと、生活基盤を支えるために最低限度のものは確保するなど、財産管理の意思決定支

援では、メリットとリスクについてきちんと説明するというものが必要であるだろうとい

うことを、様々な御意見とか御指摘をいただきまして、こういったものをベースにしまし

て、エッセンスを研修の教材のほうに織り込んでいくという形で進めさせていただきまし

た。今のような財産管理のところも結論が出ないままですが、注意点を少し教材に織り込

ませていただいております。 

 それで、令和２年度の実際の後見人等への意思決定支援研修というものをどのようにや

ったのかというのを、ここから御説明させていただきたいと思います。こちらは、チーム

による意思決定支援の下で後見事務を進めるための研修というものを、全国15か所で実施

させていただきました。こちらの事業の進め方としまして、検討委員会、及び映像コンテ

ンツを作るということがございましたので、作業部会というものをつくらせていただきま

して、こちらのほうで映像コンテンツを作成させていただきまして、関係者へヒアリング

を行い、内容を確認しながら、各委員会に承認いただいて研修をしたということでござい

ます。 

 検討委員会のほうは、同じく新井先生に座長、取りまとめをお願いいたしまして、研修

の事業全体の確認であったり、教材のチェック。最後に、事業の全体の評価と今後への課

題の検討ということをしていただきました。 

 あと、作業部会のほうは、４回ありましたが、取りまとめを上山先生にお願いいたしま

して、特に研修で使う映像教材について、ディスカッションしながら作り上げていきまし

た。撮影のほうは、協働プラットフォーム様のほうにかなり御尽力いただいたので、感謝

申し上げたいと思います。 

 では、実際の研修の実施内容について紹介したいと思います。 

 研修のプログラムですが、朝10時から始まって、夕方５時までということで、大変長い

研修でございます。第１章は、意思決定支援と代行決定ということで講義形式。第２章は、

後見事務における意思決定支援研修ということで、こちらも30分の講義形式でさせていた

だきまして、1時40分から第３章 意思決定ガイドラインということで、こちらが映像教材

を使った演習でグループワークをしていただくという形で、講義と演習の丸１日で意思決

定支援というものを学んでいただくプログラムになってございます。 

 次の15ページ目に移りますと、こちらの研修の教材ですが、調査研究等の御意見を踏ま

えて、参加者が気づきを得られるように、理論ではなくて、少し感覚的に意思決定支援と

いうものを理解していただこうということで、イラストとかを多用しまして、内容につい

て感覚的に分かるものを目指して資料を作らせていただきました。 

 次のページから６ページほど、演習教材の実際のスライドを入れさせていただいており
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ます。実際には、その中の第１章にあります、意思決定支援及び代行決定のプロセスの原

則ということで、原則、一番中心となるところでございます。こういったものを、説明の

ほうは省略させていただきたいのですが、感覚的に分かるように、１つ目は、意思決定能

力というのは、個人の能力、プラス支援者の支援力で構成される。法律的な意思能力とは、

また別の概念ですよみたいなことを御紹介させていただきながら、原則、本人に決める力

があるという形の、ガイドラインに書かれている表記、プラスどんな内容なのかというの

を、イラストと分かりやすい解説みたいなもので御紹介していくという形で、教材のほう

をつくらせていただいてございます。 

 こちらは、後見事務のガイドラインに即したというよりも、ある程度一般的な意思決定

支援に即した形に、それが理解できるように配慮して作らせていただいたものでございま

す。 

 少し説明のほうは割愛させていただきます。 

 25ページ目に進みまして、こちらの教材とビデオ教材のほうを御用意させていただきま

した。１つ目は、ロールプレイ教材としまして、受講者に、後見人に一方的に決めつけら

れたり、勝手に決められたらどんな気持ちになるのかというものを擬似体験していただこ

うといったプログラムを、１分、２分の簡単な教材を見て、自分が勝手に決められたら、

こんな気持ちになるんだ、勝手に決められたら嫌だなということを感じていただく、まず

トライアルして擬似体験していただく教材をつくってございます。 

 ２つ目は、一方でよい事例ですが、ドラマ教材ということで、ドラマ仕立てでケースを

取り上げさせていただきまして、どうやったら意思決定支援ができるのかというプロセス

をドラマにして、受講者の皆様はそれを追体験しながらプロセスを学んでいただくという

工夫をしまして、これを実際に演習の中で見ていただきながら、グループでディスカッシ

ョンしていただいて、プロセスについて、より理解していただくという研修をいたしまし

た。 

 特に意思決定支援で大事となる場面を抽出して、グループワークをしていただいたとい

う形になってございます。 

 あと、今回、全国で15か所やりましたので、30名ぐらいの講師の先生方に御協力いただ

きました。ですので、講師の先生方には説明会に御参加いただきまして、どのように講習

していったらいいかということも共有させていただいて、全国で講義・演習ができるよう

にということで支援させていただきました。 

 また、こちらは、全国の研修専用ホームページを作って、皆様のほうから申請していた

だいて、参加者を募集したということでございます。オンラインのグループワークの実習

のために、定員がありましたので、上限を設定させていただきました。 

 こちらのほうが、昨年度、研修を実際行わせていただいた箇所でございますが、全国を

15ブロックに分ける形になってございますので、各ブロックから幾つか都道府県を設定さ

せていただきまして、昨年度は15か所、行わせていただいてございます。 
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 あと、新型コロナによる緊急事態宣言も出されておりましたため、集合研修は中止させ

ていただきまして、オンライン研修のみで実施したということでございます。実際には2800

名ぐらい申込みをいただきまして、抽せんの結果とかもございましたので、2300名から2400

名の方に受講していただきました。 

 結果ですが、参加者にこちらの研修の満足度及び研修の理解度というものをアンケート

の中で取っているのですが、90％を超える参加者が「とても満足」プラス「まあまあ満足」

というところでございますが、こういったものを合わせますと、90％を超える方に満足で

きた、研修内容を理解できたという御意見をいただくことができました。 

 あと、今後自らの後見活動に役立てたいことということで、いろいろな御意見もいただ

いておりまして、一番最後だけ御紹介させていただきますと、「『私のことは私とともに

決めてほしい』、この当たり前のことだけれども、意外とできていないことを常に頭にお

いて活動したい」といった受講生の方の御意見をいただきまして、先生方からも好評いた

だいたところでございます。 

 あと、報告書や今回作りました教材、ビデオも含めまして、全て著作権とかは厚生労働

省様に帰属のものでございますので、印刷して皆様に配布したり。あと、厚労省様の成年

後見制度のポータルサイトというものがございますので、こちらのほうに全て公表させて

いただいておりますので、皆様に積極的に活用いただければと思ってございます。 

 最後ですが、今後の課題としまして、リモート研修であったため、長時間でかなり詰め

込んでしまったということで、参加しやすさを工夫してほしいという御意見をいただきま

した。あと、できれば集合研修もしていただきたいということもいただいています。 

 あと、満足度が90％と大変高かったのですが、意思決定支援に関心のある方とか好意的

な方が研修に参加されてしまっている傾向があるかもしれないということで、もっといろ

いろな方に周知して積極的に参加してもらうような工夫が必要ではないかという御指摘を

いただいております。 

 あと、全体を通じて、１人で決めない、周りに聞いてみるということだけでも気づいて

もらえるように、研修をブラッシュアップして継続してほしいというお声であったり、ち

またでは、共同決定や代行決定がベースであるにもかかわらず、意思決定支援と言ってい

る間違ったものも少し散見される。なので、いたずらに本人が言っているからという誘導

みたいなことで巧妙に悪用されてしまうのではないかということも危惧されるので、きち

んとした意思決定支援を伝えていくことが必要ではないかという、今後の対策みたいなこ

ともいただいていて、今後の課題かなと思ってございます。 

 以上、後見人等への意思決定支援の研修について発表とさせていただければと思います。 

○新井主査 高橋さん、どうもありがとうございました。 

 ただいまの高橋さんの報告に質問があれば、zoomの「手を挙げる」機能で挙手をお願い

します。質問と回答はできるだけ簡潔にお願いいたします。いかがでしょうか。どなたも

手が挙がっていませんが、いかがですか。今まで手が挙がらなかったということはなかっ
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たのですが。先へ進んでよろしいですか。それとも私のほうで指名したほうがいいか、様

子を見ているのですが。 

 そうしたら、後ほど意見表明のところでまとめてあれば、出していただくことにして、

次の報告に移りたいと思います。高橋さん、ありがとうございました。 

 次の報告は、立教大学講師で弁護士の水島さんからお願いしたいと思います。では、水

島さん、よろしくお願いいたします。 

○水島委員 水島でございます。 

 今日は、委員の立場もございますけれども、研究者の立場ということで報告させていた

だきます。こちら、皆様御覧いただけますでしょうか。障害のある人の意思決定支援とい

うことで、南オーストラリア、英国の事例について、かなり短時間ではございますけれど

も、御説明させていただきます。 

 最初に、国連の障害者権利条約12条について確認しておきたいと思います。特に、12条

２項では、障害のある人が生活のあらゆる局面において、他の者との平等を基礎として法

的能力を享有していくということが規定されています。 

 そのために、第３項において、必要とする支援にアクセスすることができるようにする

ための適切な措置を取ることが規定されています。これには意思決定支援も含みます。 

 そして、４項において、意思決定支援も含めて濫用を防止するための適切かつ効果的な

保護を行う必要があり、かつ、その保護には障害のある人の権利、意思及び選好を尊重す

ることが求められる、ということを確認しておきたいと思います。 

 私は、2014年から15年にかけて１年間、英国に客員研究員ということで留学いたしまし

て、その折に、南オーストラリアの支援付き意思決定のプロジェクトについても関与いた

しました。その点についての御報告をさせていただきたいと思います。 

 まず、支援つき意思決定を最大化するためのチームモデルについて。先ほどの障害者権

利条約が求めている意思決定支援あるいは支援付き意思決定を、実務上、どのように最大

化していけるのかを検証するため、南オーストラリアでは、実践的意思決定支援ファシリ

テーター養成に関するパイロットプロジェクトが行われておりました。 

 こちらに書かれておりますとおり、ファシリテーターがこのチームを基本的にコーディ

ネートしていくことになりますが、意思決定者である御本人、その御本人が選んだサポー

ター、そして様々な意思決定に関与する非公式ネットワーク、あるいはサービス提供事業

者、あるいは地域でつながりのある人々、こういった人たちが少しずつ大きなチームとな

っていって御本人の心からの希望を引き出し、また、御本人の意思決定を支えていくこと

になります。このようなチームを作る理由は、意思決定の過程においては、周囲がよかれ

と思って、最善の利益の観点から御本人を説得して自分たちの方に引っ張っていくことが

どうしても行われがちですので、御本人の立場にとことん立つSDMチームを作ることで、両

者のバランスを取っていくことが重要であるから、だと理解しています。 

 詳細は省きますけれども、コアメンバーの一員であるファシリテーターは、トレーナー
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からの指導を受けながら御本人のチームをコーディネートしていくことになります。自ら

希望し、自分のSDMチームをつくってみたいと希望された御本人が、意思決定者です。 

 御本人が選んだ、無償で御本人に寄り添うサポーターについては、御本人がどんな人に

自分のサポーターとして協力してもらいたいかということを基点に選んでいくことになり

ます。もちろん御本人、サポーターともに、合意が必要になります。特に親しい人がいな

い場合には、ボランティアなどが対応することもあります。 

 それ以外のメンバーは、このような形になっております。特に地域でつながりのある人々

について御覧いただきますと、御本人が生活していく場面で、このようにいろいろな人に

会う可能性があります。御本人の心からの希望を起点として、メンバーが個別にファシリ

テーター等から声をかけられ、可能な方にはチームミーティングに出席いただくことにな

ります。御本人の行動範囲が広がっていけばいくほど、チームメンバーは増加していきま

すが、毎回全員が集うわけではなく、本人の心からの希望に基づく意思決定、希望に即し

た形で、メンバーをその都度編成していくという形になります。 

 ここでは、マイケルさんのSDMジャーニーと題して、お一人のケースを御紹介させていた

だきます。こちらはチーム・マイケルということで、マイケルさんが意思決定者、つまり

障害のある御本人です。下の写真を見ていただきますと、いろいろな方がメンバーとして

集まっています。 

 まず、マイケルさん御本人については、脳性まひがあって車椅子を利用しており、知的

障害もある方です。とても明るい男性ですが、以前は怒りっぽい性格とも言われておりま

した。このマイケルさん、私もじかにお会いしてお話しをさせていただくわけですが、言

葉としては非常に聞き取りづらいことはあるけれども、表情で豊かに語る方かなという印

象がございました。御本人がSDMを経験して、「行き詰まっていた６か月前までの状況を変

えることができた。」ということをお話しされておられます。 

 サポーターは、リチャードさん。マイケルさんのお父さんでございます。本人がお父さ

んを選んだということになります。これまではマイケルのお母さんが彼のお金を管理し、

彼の生活や意思決定に非常に大きな影響を与えていたわけですね。お母さんは、このSDM

への参加については、危ないからやめておきなさいということで大反対されたようです。 

 しかしながら、リチャードさん、お父さんは、新しい試みだからやってみようというこ

とで、このプログラムに参加いたしました。「私は、いつも息子にとって一番よいと思わ

れることを考え、行動してきたけれども、このSDMを経験して、私の期待ではなく、彼がや

りたいことをやらせてみようというふうに考え方が変わってきた。今やビジネスパートナ

ーだ。」とおっしゃっています。 

 ファシリテーターはデビーさんで、40年以上、障害者福祉に携われた方です。このプロ

グラムに興味を持って参加されて、トレーニングを受けてファシリテーターになられた方

でございます。SDMモデルへの評価としては、「意思決定者本人を解放する力を持っている。」

とのことでした。 
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 マイケルさんのSDMジャーニーの内容について少し御紹介しましょう。ここでは、何かサ

ービスありきで物事が決まるということではなく、御本人が一体何を望んでいるのか、ど

んな夢があり、どんな暮らしをしていきたいのかということを、時間をかけて聞き取って

いきます。その中で、彼はこのような希望を話されていました。①インターネットを使っ

てキャンドルを売るビジネスを始めたい。②障害のない人とももっと交流したい。③休日

の旅行を楽しみたい。などの希望が出されたわけです。このような希望がファシリテータ

ー、意思決定者、サポーター、サポーター間の合意文書にまとめられて、その後、チーム

をさらに大きくしていくことになります。 

 チームメンバーとしては、これまでの彼のミーティングに関わった人を挙げれば、例え

ば「ビッグイシュー」という雑誌を売っていた障害のある若者が、そのビジネスの資金を

確保したいという彼の希望について、例えば雑誌を販売するという方法があるよと自己の

経験を語る。あるいは、インディペンダント・ホリデーの経験のある障害のある当事者の

女性は、自分がどんなふうに余暇を計画し、楽しんだのかについての自己の経験を語る。

このような様々な情報がミーティングにおいて提供され、御本人がさらに関心を持てば、

次のステップに進んでいきます。 

 このような形で、ミーティングは一、二週間に１回ほど定期的に開催されるのですが、

写真にもあるように、和気あいあいな雰囲気で進んでいくという印象がございました。 

 その後、どのようにマイケルさんの生活が変わってきたかということですが、マイケル

さんはもともとビジネスを始めたいと言っていた。このSDMジャーニーが始まる前は、彼の

希望は一笑に付されていたといいますか、こんなことできるわけないと周りの人が言って

いたわけですね。しかしながら、彼自身にはビジネスの才能があったのか、「ビッグイシ

ュー」の販売を始めた折には、週に1000ドルを売り上げるトップセラーとなりまして、今

は車も持たれているということです。 

 それから、キャンドルビジネスについても具体的な準備に入りまして、様々な仕組みの

確保、自宅の改装や銀行口座の管理、名刺の作成といったことを一つ一つ、メンバーの皆

さんの支援を受けながら、進めていったということになります。 

 さらに、パブに行ったり、フットボールクラブのサポーターになったりすることで、障

害のない人との付き合いも増えました。いずれもSDMジャーニー以前には経験したことがな

かった活動を、彼は行うことができたわけです。 

 さて、マイケルさんのSDMジャーニーを紹介させていただきましたが、全て順調だったわ

けではございません。大変だったこともあります。ただ、大変だったからこそこともある

ということは、逆に言えば、チームメンバーの人たちに適切に意思決定支援、SDMの重要性

等を学んでもらうことで、そのSDMのプログラムの後も関与したい、手伝いたいというメン

バーが出てきたという意味では、よかったのかもしれません。 

 もちろん、うまくいかなかったこともあります。私たちも彼と同じように希望を全て実

現できるということは通常はないと思います。しかしながら、それでもなお重要なことは、
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SDMチームは、障害のあるご本人が、自らの希望の実現に向けてチャレンジするための機会

を提供していたということです。 

 このようなSDMの強みを生かし、最後のまとめの段階でもお話ししたいと思いますけれど

も、日本でも少しずつSDMの実践が始まっています。 

 それでは、次に、第２章英国の意思決定能力法についてのお話しをいたします。法律は

こうですと申し上げるよりも、少しストーリーをお話ししたほうがよいかと思いまして、

認知症80代後半の女性のケースからお話をさせていただきます。なお、このケース、一見

すると日本のケースかなとも思われますが、これは英国のケースを取り上げております。

もっとも、日本でもよくありそうなケースでしたので、日本でもしこのＭさんの支援を検

討するとすれば、実際にはどうなるのだろうかということを知り合いのケースワーカーさ

ん、ソーシャルワーカーさんと一緒に考えてみたことがありました。おそらく、こんな感

じになるのではないでしょうか、ということです。 

 認知症で80代、家はごみ屋敷ということだと、家にいることは賢明な判断ではない。な

ので、空いている施設を探しましょう。判断能力もないということであれば、成年後見の

申立をしましょう。お医者さんの診断書を取ればできますよ。分かりました。近所の人も

本人が出すごみがすごく迷惑だったようなのです。では類型をどうしましょうか。後見人

が動きやすいように「後見」類型で進められないでしょうか。ということで、最終的に入

所契約を成年後見人が取り交わし、本人は施設に行った。これで穏やかに過ごせる・・・

例えば、このような流れになるのではないか、ということを話していました。 

 では、英国の場合ではどのようになるのだろうかということについて、お伝えしたいと

思います。英国では、MCA2005（メンタルキャパシティアクト2005、意思決定能力法）とい

う法律があります。なお、日本の各種意思決定支援ガイドラインは、基本的な考え方とし

てMCA2005を参考に作られているともいわれています。 

この法律は、2005年４月に成立し、イングランド、ウェールズ地方に住む16歳以上の全

ての人に適用されています。人口規模からすると、英国は日本の約半分くらいのイメージ

を持っていただければと思います。この法律の特色としては、いわゆる本人の意思決定を

支えるという意思決定支援の部分と、第三者が本人に代わって意思決定を行うという代行

決定についての枠組みが両方含まれた形になっている点です。 

 さて、このMCA2005に基づく意思決定の枠組みということで、５大原則というものがござ

います。ここでは、本人自身が意思決定を行うに際しての支援者としての基本的な考え方、

すなわち、どんな人でも意思決定能力があることが推定されるという第一原則から始まり

ます。そして、本人による意思決定のために実行可能なあらゆる支援を尽くすという第二

原則。そして、賢明でない判断であっても、それだけで意思決定能力に欠けているという

ことは必ずしもいえないといった第三原則がございます。 

 意思決定支援における基本視点は、パーソンセンタード、本人中心主義ということで、

支援者、被支援者というような何かの上下関係があるような関係性ではなく、対等なパー
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トナーだということ。そして、意思決定の中心には、常に本人がいるということ。そして、

支援者としては、本人が自分で意思を決定するための最適な環境を、下にあるような様々

なことを考慮して提供していくことが求められていくということが、重要であると共有さ

れています。 

 さて、次に進めていきましょう。御本人による意思決定だけで全て完結することができ

ればよいのですが、どうしても決めなければならないときにおいても御本人の意思決定が

困難な局面というものは存在します。そのような局面では、支援者により意思決定能力ア

セスメント及び代行決定への移行が検討されることになります。 

 ここでケースに戻ってみましょう。先ほどお伝えしたように、Ｍさんの意思決定がなか

なか難しいのではないかという局面においては、意思決定能力アセスメントがなされます。

そして本人の意思決定がどうしても難しいということになれば、最終手段として最善の利

益に基づく代行決定を行うために、最善の利益会議が開かれることがあります。このよう

な会議の場面では、次のように、本人の意向を調査し、必要に応じて本人の意思を代弁す

る活動をおこなう法律上のアドボケイトであるIMCA（イムカ）が、MCA2005の原則に従って、

関係者に次のような問いかけや注意喚起を行うような仕組みもあります。 

 ちょっと待ってください。今回の転居についてのＭさんの意思決定能力が本当に欠けて

いるのか、きちんとアセスメントしたのでしょうか。もし、明確な根拠をもってその意思

決定能力を否定することができないのであれば、周りから見て賢明でない判断であったと

しても、Ｍさん自身の意思決定が優先されるべきではないでしょうか。 

 ちなみに、アセスメントというと、従来は医師の診断書でその能力が判定されることが

多かったかもしれません。いわゆる診断的アプローチと呼ばれています。しかし、英国の

意思決定能力アセスメントは機能面、すなわち、本人が意思決定を行うための関連情報の

理解、記憶、比較検討、表現といった要素（機能面）についてもアセスメントを行います。

さらには、Ｍさん自身が機能面の要素を満たすことができるように、様々な支援者ができ

る限りの支援を提供できたのかどうか、そのようなエビデンスも求められることになりま

す。 

 英国ではこのような診断的アプローチ、機能的アプローチに基づく二重の意思決定能力

アセスメントが行われ、御本人が決めなければならない時点において、特定の意思決定に

ついての意思決定能力があると言えるかどうかが吟味されます。そして、意思決定能力が

欠けると判断せざるを得ない場合には、最終手段として、このMCA2005では、本人にとって

の最善の利益に基づく代行決定へのステージへと移行することになるわけです。 

 代行決定の場面では、本人にとっての最善の利益に基づく代行決定について定める第４

原則、より制限的でない方法での実施を求める第５原則が存在します。 

 ここでIMCAに再登場してもらいましょう。仮にＭさんがこの時点で当該意思決定能力が

欠けていたとしても、Ｍさんの希望や価値観が最大限考慮された代行決定でなければなら

ないのではないでしょうか。過去の看護・ケア記録や本人面談の結果、その他の証拠から
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は、Ｍさんは亡き夫と暮らしていた自宅を死んでも離れたくないとの確固たる意思をお持

ちであるという事実が導かれます。このＭさんの気持ちは、どこまで代行決定者が行う代

行決定の内容に反映されていますか、といったことを指摘しています。 

 加えて、今回の代行決定が許容されるのは、あくまでもＭさんの希望・価値観等を最も

重要な要素として位置づけた上での、Ｍさんにとっての最善の利益にかなうときのみです。

第三者の意向に専ら影響されての施設移行は、MCAでは許容されません、ということも注意

喚起しています。 

 この「最善の利益」に基づく代行決定については、2005MCAではあえて定義づけられてい

ません。最善の利益の内容は、たとえ同じシチュエーションであっても、人ごとに変わる

からです。したがって、「本人にとって」の最善の利益を追求していくことが必要です。 

 最後にIMCAは次のように指摘します。より制限的でない選択肢として、他の権利擁護支

援を活用できる可能性も十分あるのではないでしょうか。さらに、Ｍさんの望む自宅での

生活というものを試しに行う可能性はないでしょうか。保護裁判所の審判例を見ても、こ

のような状況であれば、実際は自宅生活のトライアルを許容すべきであるという判断もあ

ります、ということで、自宅生活を試してみることの提案をしているわけです。 

 最善の利益会議で検討した結果、英国では、日本での検討とは異なり、Ｍさんには自宅

生活のトライアルが行われることになりました。ある日、支援者がＭさんを訪問しますと

「自宅で過ごせて満足している。死ぬまで自宅を離れたくない。」ということをおっしゃ

っていたとのことです。しかしながら、５か月後には本人が重度の貧血になって倒れてし

まい、再度病院に搬送されてしまいました。最初から施設に行っておいた方がよかったの

ではないかと思われるかもしれませんが、私は、それでもなお、Ｍさんが自宅で過ごした

５か月間は、Ｍさんにとって大きな意味があったのではないかと考えています。 

 さて、IMCAについて少し説明をします。IMCA（インディペンデント・メンタル・キャパ

シティ・アドボケイト、第三者意向代弁人）というのは、いわゆる法律上のアドボカシー、

アドボケイトと言われており、一定の重大な意思決定について意思決定能力を欠くと判断

された本人に適切な相談者がいない場合に、無償で本人の希望や価値観を代弁するための

独立アドボケイトです。いわゆる有資格者で、City&Guilds（シティ・アンド・ギルズ）と

いう民間資格付与団体が取りまとめた一定のカリキュラムを修了された方が、IMCAになれ

るということでございます。 

 このIMCAの特徴としては、あくまでもアドボケイトという立ち位置ですから、本人に代

わって何かを決定するという権限はございません。あくまでも本人の声を届けるというこ

とを仕事としています。しかしながら、そのために必要とされる本人と１対１で会う権利

や様々な情報へのアクセス権、あるいは、IMCAが提出した報告書の内容が最終決定におい

て必ず考慮される権利、あるいは、MCAの趣旨に反する内容の決定がなされた場合の異議申

立てとか、このようなことが法律上の権利としてMCA2005には明記されています。 

 加えて、2015年には、ケア法におけるアドボケイトの仕組みが新設され、その独立アド
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ボカシーの範囲はますます拡大しているという状況でございます。 

 独立アドボカシーの立ち位置については、英国においては、こちらのメガホンのような

役割をする人という位置づけになっています。すなわち、本人が自分で声が出せたとして

も相手に届かない、あるいは取り上げてもらえないといった場面において、きちんとそれ

が取り上げてもらえるように働きかける役割。さらに、御本人が自ら声を出すことが難し

い状況の場合には、声なき声を本人と一緒に届けていく役割を果たすと言われています。 

 独立アドボカシーに関しては、独立、本人中心、守秘義務、エンパワーメントといった

要素があるとされております。独立アドボケイト、IMCAもそうですし、ケア法のアドボケ

イトもそうですが、基本的には本人の声を届ける、新たな選択肢がないのかを模索するこ

とが重要とされています。なんとなく支援者が誘導し、流れで決められていきそうな場面

に待ったをかけて、もう一度適切な手続にのっとっているのかどうか、疑問提起をしてい

くことが重要となっています。もう一度強調しますが、本人に代わって意思決定を代行す

るという立場は、独立アドボケイトの役割とは異なるということは確認しておきましょう。 

 そして、英国の後見制度・監督の仕組みについても触れておきます。MCA2005に基づく仕

組みとしては、後見庁がいわゆる後見の監督を行っており、後見人等から提出された報告

書の確認をはじめ、心配なケースについては後見人等に連絡を取り、追加の書類等を求め

ていくことになります。そして、不正等が発覚した場合には、後見庁が保護裁判所に現在

の後見人等の解任と新たな後見人等の選任を求めることになります。保護裁判所は、家庭

裁判所の附属機関で、いわゆる決定機関となりますので、後見庁からの申立てを受けた上

で審理を行い、例えば現在の後見人を解任して新たな後見人等を選任するなどの決定を行

っていく。このような形で、いわゆる監督機関と決定機関が分離されているというのが英

国の特徴でございます。 

 最後のスライドは、私が考える課題と意見ということですので、簡単に御説明して終わ

りたいと思います。MCA・SDMから見た日本の成年後見制度の課題については、例えばチー

ム支援やコミュニケーションツールの活用、あるいは本人の意思・選好が最大限反映され

るような仕組みができているのかどうか。さらには、支援者の免責規定が重要です。支援

者が萎縮せずに、真摯に意思決定支援あるいは代行決定のプロセスを踏まえられるような

環境が整備されているかどうかが意思決定支援の普及にとってはとても重要です。 

 代行決定の場面においても同じ話として申し上げられます。MCA2005の場合には、５条免

責規定ということで、これは本来、代行決定の規定でもございますが、MCA2005の規定に沿

って検討したということであれば、代行決定者はいわゆる決定責任の免責がなされること

が明記されています。MCA2005に基づく実践を行うことが、自分たちの身を守ることにもつ

ながるため、支援のモチベーションにもなっているのではないかと思われます。 

 さて、次は日本でのSDMの活用可能性ということでございます。先ほどのSDMジャーニー

では、専門職以外にも様々な人たちがチームに関わっていました。日本でも、市民後見人

の方や地域ボランティアの方、その他の方々がしっかりとSDMチームに関与していくことが
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必要ではないかなと思います。 

 さらに、IMCAの可能性ということも含めて考えますと、独立した第三者の立場で、必要

に応じて、当事者団体や独立の専門職がアドボカシーを提供していくことが考えられます。

また、いわゆる後見庁のような外部機関をきちんと設けていく。このような取組が必要で

はないかと思われますし、監督のための新たな権限付与といった法改正の観点も必要では

ないかと思います。 

 長くなりましたが、以上でございます。 

○新井主査 水島さん、ありがとうございました。 

 ただいまの報告に質問がある場合には、zoomの「手を挙げる」機能で挙手をお願いしま

す。質問と回答は、できるだけ簡潔にお願いいたします。いかがでしょうか。 

 最初に、上山さん、お願いします。 

○上山委員 ありがとうございました。 

 スライドの42、最後の部分の日本版IMCAの構想について、２つほどお伺いしたいと思い

ます。 

 まず、大前提として、私としてもIMCAが持っている機能を日本に導入することは必須だ

と考えています。その上で２つお伺いしたいのですけれども、まず１点目として、IMCAの

役割上、本人の機微情報、本人が最も知られたくない情報を詳細に取得する必要性がある

と思われます。この点について、現在の日本の個人情報保護法制の運用のレベルで対応で

きるか、それとも何らかの一定の法整備が必要なのかどうかという点について御意見を伺

いたいと思います。 

 ２点目ですけれども、日本の場合に、監督機関としての家庭裁判所と、後見人の支援機

関としての中核機関という２つの公的な組織が既にあって、それに加えてIMCAという独立

の機関を設けるというのは、予算面、人的な側面でもなかなか難しいところがあるかなと

いう気もいたします。そうした中で、恐らく水島先生のお考えでは、当事者団体などが直

接IMCAの役割を果たすということも想定されていると思うのですが、それと併せて、中核

機関にIMCAの役割を担わせるという可能性があるのかということについて教えていただき

たいと思います。 

 よろしくお願いします。 

○水島委員 ありがとうございます。 

 まず、個人情報保護の関係についてのお話としては、個人的な見解ではございますけれ

ども、現行の個人情報保護法制、特に個人情報の第三者への提供についての例外規定は、

どうしても緊急的な対応が必要な場面において限定的に許容されていくという観点で構成

されているように感じております。 

 しかしながら、英国では、IMCAには独立の調査権限があると法定されておりますし、か

つ、本人の意思あるいは選好、価値観といったものを推定するための情報を提供するため

には、より積極的かつ広範囲の情報収集というものを行っていく必要があります。そう考
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えますと、どうしても現行の個人情報保護法制だけでは限界があるのではないか。適切な

調査権限、アドボカシー活動にとって必要不可欠な情報へのアクセス権を付与するための

法整備が必要ではないかと考えております。 

２番目の点に関して申し上げますと、後見人の活動をモニタリングするような独立の機

関を新たに設置するというのは、予算の面からも非常に困難が予想されます。しかしなが

ら、今回、成年後見制度のみならず、権利擁護支援全般を促進していく観点で捉えるなら

ば、IMCAに限らず、ケア法におけるアドボケイトのような独立アドボカシーについて、高

齢、障害、子ども、生活困窮者、様々な分野において活用できる体制を整えておくことが、

国民一人一人にとって必要ではないかと考えます。 

 なお、参考までに、英国においては、2015年の調査で、IMCAの予算はおよそ700万ポンド。

１ポンド155円であれば約11億円との説明を受けました。また、ケア法におけるアドボケイ

トの予算は1450万ポンド、すなわち約22.5億円の予算を計上しており、独立アドボカシー

の充実が図られています。英国の人口が日本の人口の約半分ということを加味すると、英

国では独立アドボカシーに対する国民的な理解を背景に、多くの予算が投入されているこ

とがうかがわれます。 

 さらに、中核機関が一定程度、アドボカシーを担うという観点もあり得るのではないか

と思われます。ただ、全ての中核機関において担えるのかどうかというと、地域の実情に

よって異なるのではないかと思われます。そのため、中核機関をさらに支援をするための

仕組み、例えば都道府県あるいは国においてこのようなアドボカシー提供等について調整

をする役割を持つ機関が必要とされるのではないかと思います。 

 以上です。 

○新井主査 ありがとうございました。 

 西川さん、お願いします。 

○西川委員 西川です。よろしくお願いします。 

 私から３点ほど質問させていただきたいと思います。 

 最初の１点はIMCAに関してですけれども、IMCAは独立の調査権限を持つという話もお聞

きしまして、そうしますと、かなり高度な訓練・トレーニングを受けているというのが英

国のIMCAのイメージだと思います。私の調べたところでは、IMCAの関与が必須の場合と任

意の場合があるということのようですけれども、日本にIMCAのような存在を導入する場合

に、その関与が必須の事項、任意の事項みたいな、制度のデザインあるいは期待する役割

の範囲について、水島先生の中ではどんなイメージなのでしょうか。英国では、医療の同

意のような場面でよく使われるとも聞いています。それが必須なのか、任意なのか、分か

りませんけれども、本人の活動に全般的に関与するというのはちょっとイメージしにくい

ので、どんな場面で関与するというイメージなのか、水島先生の考え方をお聞きしたいと

いうのが１点目です。 

 ２点目ですけれども、お聞きしていますと、IMCAは成年後見制度の利用を前提としない
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仕組みであるかのように思えるのですけれども、実際には、成年後見制度を利用している

場合でもIMCAの関与がある場合があるのか、あるとしてどの程度あるのか、その場合、ど

んな関与の仕方をしているのかという点が２点目です。 

 ３点目は、権限監督が裁判所と後見庁に分かれている点について、それぞれの権限は法

律レベルで定められていることなのか、どんな形ですみ分けといいますか、権限が分かれ

ているのかということが分かれば教えてください。 

 よろしくお願いします。 

○水島委員 御質問ありがとうございます。 

 まず、１点目についてです。IMCAを要請するのが必須である場合と任意の場合がござい

ます。要請が必須の場合というのは、長期の居所移転、例えば、施設等への移転の場面で

す。また、重大な医療に関する意思決定の場面でも必須とされております。他方で、必要

に応じて要請できるという任意的な場面としては、ケアプランの変更や虐待が絡むケース

において、地方自治体等が必要と判断した場合とされています。 

 IMCAをどのように導入していくかという点については、なかなか悩ましいところです。

予算と人員の関係等もあるかと思いますので、なかなか悩ましいところです。しかしなが

ら、IMCA制度にしろ、ケア法のアドボケイトの制度にしろ、独立アドボカシーを拡大して

いる英国の手法に倣うならば、特に重要な意思決定の場面、いったん決まってしまうと取

り返しがつきにくい意思決定の場面、すなわち不可逆的な意思決定の場面や、当該意思決

定が本人にとって非常に大きな影響を与えるような場面においては、法律上の独立アドボ

カシーの提供ができる体制を構築していく必要があるのではないかと感じます。 

 それから、２点目成年後見制度等の利用がある場合にIMCAの関与があり得るのかという

ことでございます。こちらに関しては、英国ではdeputyとかLPAと言われますが、そういっ

た人が関与している場合には、IMCAは原則としては関与しないとされています。なぜなら

ば、適切に相談できる人がいるということに通常なるからですね。 

 しかしながら、2015年、英国で成立したいわゆるケア法においては、このような場合で

あっても、その者が本人に対してアドボカシーを提供する意思や能力が十分とはいえない

場合には、ケア法におけるアドボケイトを、別途要請する義務があると規定されています。

例えば、本人に家族等がいる場合には、通常は相談できる者がいることになりますが、遠

方にいて具体的な支援ができないとか、十分な意思決定支援を行うことが期待できないと

か、利益相反性が強いような場面では、たとえ家族等がいたとしてもケア法におけるアド

ボケイトが要請されることもあります。任意後見人あるいは法定後見人がいる場合にどの

程度、独立アドボケイトが要請されているかについての情報は持ち合わせておりませんが、

アドボケイトの関与の余地はあり得るのではないかと思います。 

 最後に、監督機関である後見庁や決定機関である保護裁判所については、具体的には

MCA2005の45条以下に規定されております。また、先ほど申し上げたIMCAについてはMCA2005

の35条から41条に規定されています。 
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 後見庁の具体的な役割に関しては、一例としてモニタリングがございます。後見人等が

報告書を遅延したり、内容に気になる点があったり、本人や家族からの苦情があるような

場合には、後見人等に電話して詳細を聞き取る。あるいは保護裁判所の調査官に協力して

もらい、直接面談してもらう。また、後見人支援として報告書の書き方をはじめとしたさ

まざまな問い合わせに応じていると聞いております。 

 以上でございます。 

○新井主査 ありがとうございました。 

 それでは、質問に関して、手が挙がっている方がいらっしゃいませんので、議題２「意

見交換」に移りたいと思います。本日は、意思決定支援ガイドラインに関する有識者から

の報告や質疑応答の全体を通じて、委員の皆様全員から発言をいただきたいと思います。

時間の都合がありますので、お一人３分以内でお願いいたします。画面に残りの持ち時間

が分かるタイマーをセットしています。これを確認いただきながら発言をお願いいたしま

す。いかがでしょうか。全員にお願いしていますので、順番はあるかもしれませんけれど

も、どなたからでもよろしくお願いいたします。座長としては、指名ではなくて、手を挙

げていただくのが大変うれしいのですが、いかがでしょうか。 

 上山さん、お願いします。 

○上山委員 場つなぎに簡単なコメントをさせていただきたいと思います。 

 私からは、各種ガイドラインの整合性の担保について、お願いしたいと思います。意思

決定支援については、関連する複数のガイドラインが並立するという現状があり、このこ

とが現場に混乱を招いていることは、本日の御報告にもあったとおりです。既にこの対応

として、厚生労働省から「意思決定支援等に係る各種ガイドラインの比較について」とい

う文書が出されており、一定の改善は見られるわけですけれども、私としては、混乱を避

けるために、もう一歩踏み込んだ対応を御検討願いたいと思います。具体的には、少なく

とも全てのガイドラインの定義について、意思決定支援と代行決定による支援の区別を明

確にすべきではないかと考えます。 

 各種ガイドラインは、支援の当事者や場面が異なりますので、完全に統一化することは

難しいと思いますが、障害者権利条約の要請などを踏まえれば、意思決定支援と代行決定

は峻別すべきですので、少なくともこの区別についてはそれぞれのガイドラインの定義の

中で明らかに示すべきだと思います。必要に応じてガイドラインの改定を行ったり、ある

いは少なくとも２つの概念の峻別について、付記・追記等を行うなど、何らかのご対応 

について御検討をいただければありがたく存じます。 

 私からは以上です。 

○新井主査 貴重な御意見ありがとうございました。 

 続きまして、中村さん、お願いします。 

○中村委員 今日は、３人の先生方、大変ありがとうございました。意思決定支援は、現

場においても大変重要で、その前提・現状等々についても理解ができて、大変感謝したい
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と思います。現場としては、今回の意思決定支援に関わる現状と、それについてのお願い

等を含めて発言させていただきたいと思います。 

 各市町村において、中核機関の設置や権利擁護体制の構築においては、担い手である専

門職との連携というのは言うまでもないのですが、身上保護の重視を考えると、被後見人

等への寄り添い支援や身近な住民相互の助け合いというのが、今後またポイントとなって

くると思います。これはこの前までの地域連携ネットワークの中でもお話がありましたが、

現状としては、法人後見の受任体制整備の状況とか、市民後見人の養成が十分でないとい

う現状があります。 

 北海道においても、昨年度の道社協調べで、法人後見受任機関というのが各市町村で４

割弱の整備。それと、市民後見人の養成が行われた市町村も３割弱という現状で、整備が

まだまだという状況になっています。その中で、道社協としても、担い手の整備について

は道庁や家裁等と協力しなから取り組んできていますが、市民後見人の養成や法人後見受

任体制整備については、手引きや研修会程度の実施です。 

 そして、市民後見人の養成研修については、道社協としては、国で示されている養成カ

リキュラムを参考に作成・実施していますが、今年度からは、意思決定支援についても科

目として取り入れて実施しようということで今、進めていますが、意思決定支援について

は、重要なテーマとなりますので、養成研修以外にも別に研修会等を実施したいと検討し

ています。 

 もう一つですが、各市町村における法人後見受任体制については、国として法人後見実

施機関のための養成カリキュラムが示されていないと思っていますので、道社協としても、

先行事例や手引き等の提供程度となっていますので、都道府県において法人後見を進める

上でも、国としての養成カリキュラム等をぜひ示していただいて、その中に意思決定支援

というのも明確に入れ込んでいただきたいなと思います。 

 最後になりますが、北海道においても法人後見実施機関が整備されている市町村は４割

弱という現状ですので、国において法人後見の実施状況について把握を進めていただいて、

情報提供いただければ大変ありがたいと思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

○新井主査 ありがとうございました。 

 次の御意見はいかがですか。 

 それでは、星野さん、住田さん、久保さんの順番でお願いします。星野さん。 

○星野委員 今日は、ありがとうございました。 

 ２点ほど、意見として申し上げたいと思います。 

 まず、１点目です。今日、豊田市のほうからの報告でありましたように、地域の方に意

思決定支援ということについて啓発していくということは、非常に重要だと改めて思いま

した。市民後見人のなり手だけではなく、市民の方に意思決定支援を分かっていただくと

いうことにおいては、取りかかりとしては、市民後見人育成研修などが有効だと思います。

そういったところでは、先進的な取組をしている自治体も多いと思います。 
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 東京都なども早い段階からやっておりますが、今、重要だと言われている身上保護とか

意思決定支援についての内容が十分にプログラムに入っているのかというところに疑問が

あります。そういったところでは、カリキュラムの平準化というのが必要になるかなと思

いますし、ブラッシュアップしていくために基準を示していくことが必要ではないかなと

思います。 

 さらに、市民後見人の選任状況というのは、各家庭裁判所の運用に大分差があるように

思います。そういったところでは、実態調査というか、市民後見人がどのように選任され

ているのか。それは、例えば単独なのか、専門職との複数なのか、監督人が選任されてい

るのかなど、そういったところの実態を知ることで、どのような内容で研修していくこと

が必要なのかというところにもつながるのかなと思います。 

 それから、もう一点です。みずほの高橋さんの御報告がありましたけれども、国の研修

は確かに関心のある人しか受講されていなかったのではないかと思うところが多々ありま

す。特に社会福祉士は多く参加されたと報告を聞いたのですが、本当は聞いてほしいとい

う方がなかなか受講できていない実態があり、そこを専門職団体として、これからどのよ

うに研修を組み立てていくかということが課題としてあると思っています。国研修の資料

等は、公表されましたので、それを活用させていただいて、東京においては５月に国研修

未受講の方を対象に約130名の方が申込みをされて、意思決定支援の研修を行うことができ

ました。そういったところでは、今後さらに取組を進めていきたいなと改めて思った次第

です。 

 以上です。今日は、ありがとうございました。 

○新井主査 ありがとうございました。 

 続いて、住田さん、お願いします。 

○住田委員 ありがとうございます。 

 意思決定支援に関連する、先ほどの第三者機関という点での意見を述べさせていただき

ます。中核機関として、候補者の調整では、意思決定支援の入り口として、本人と候補者

との事前面談という形で行っています。制度利用のスタート時における、この取組は、本

人や候補者の双方の安心感につながるという意見をいただいています。 

 しかしながら、後見活動の経過の中では、後見人に対する苦情が発生し、その後の対応

が必要になっています。令和２年度は、専門職後見人に対する苦情は延べ166件、実人数と

しては７名でした。内容として、後見等による金銭管理や日常の後見業務の中で、本人と

のコミュニケーションがうまくいかずに、信頼関係が崩れて修復が難しいというケースや、

後見人等がサービス事業所を独断で変更してしまうということがありました。これらの苦

情に対して、中核機関としては、本人や関係機関、後見人からも聴き取りを行って、コミ

ュニケーション不足から生じていた誤解やそごの解消によるものは、役割分担などにより

解決できる場合もあります。 

 しかし、居所の選択など重大な意思決定の場合には、ガイドラインに基づいて意思決定
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支援ミーティングを開催して対応する場合もありました。また、本人との関係において、

どうしても修復不可能な場合には、後見人の交代の支援を行うこともあり、これらの課題

への対応力や調整力が求められます。このような対応は、中核機関としても非常に困難で

あり、ヒアリングの訪問や会議の調整・開催などに時間もかかります。専門職の場合は、

帰属団体に相談してバックアップしていただくこともありますし、家裁への報告や相談も

行っています。しかし、今後、法人後見実施団体への苦情については、帰属する団体がな

く、協力が得られないので、中核機関が調整を図るのはさらに難しいと考えられます。 

 また、苦情を調整する際に専門職後見人に聞き取りをすると、介入することに苦情を言

われる場合もあり、その説明ややり取りでこちらがダメージを受けることもあります。最

終的には裁判所の判断によりますけれども、介護保険制度のように苦情対応などを行う第

三者による機関が設置されると、中核機関による負担が軽減されると思われます。その際、

苦情の内容の根底には意思決定支援の課題があるため、第三者機関においても意思決定支

援を踏まえた対応の考慮も必要と思っています。以上です。 

○新井主査 ありがとうございました。 

 次は、久保さんにお願いいたします。 

○久保委員 ありがとうございます。 

 ３人の方の御説明どうもありがとうございました。 

 私のほうからは、ちょっと感想のようなことになってしまいますけれども、豊田市の方

の御説明は、家族としてはとてもよく理解できる、分かりやすいという感覚を持っており

ましたけれども、意思決定支援ガイドラインというのがいろいろなところから出ていると

いうのは、実際そうでして、家族としても、どれがどうなのというのがいろいろなところ

から聞こえてくる意見でございますので、少し整理していただく必要があるかなと思って

います。 

 それと、意思決定支援の研修を繰り返しやることは大事だということもおっしゃいまし

た。それはそうだろうなと思います。そして、意思決定支援の研修を受けても、実際に関

与するときに、ちゃんと研修を生かしているかどうかということも重要になってくるので、

そこが分かるような方法というのはないのかなと。私たち家族としては、虐待防止の研修

もたくさん受けていただくのですけれども、実際に虐待はたくさん起こっていて、どなた

がというと、研修も受けている人がしているということが結果的にあることもあります。 

 そういう意味では、研修をどんどんやっていって、繰り返し受けていただくことは必要

ですけれども、それを実際に活用していただくことをどうしていったらいいのかなという

ことも、今、私自身が疑問に思っているところです。 

 それと、本人の意思を記録するツールというのは大切だと思っています。私ども育成会

のほうでは、母子手帳の続きをずっと書いていくという手帳を、各育成会、それぞれで作

っているというのがあるのですけれども、そこに本人の意思も書き加えていけるようなも

のをつけ加えて、１つのものにしていくのも必要かなと思っていますし、親が関与できな
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くなった後の成年後見を意識したツールみたいなものも必要かなと思っております。 

 それから、みずほさんのいろいろな試みをしていただいて、動画も作っていただいて、

ありがとうございました。ただ、動画は知的障害の御本人にはまだまだ難しい。ですから、

もう少し知的障害の方にも分かるような動画を、さらにもう一歩進めていただけたらあり

がたいなと思っています。親も後見人になっていくわけですので、私たちも研修を積み重

ねていきたいと感じました。 

 ありがとうございました。 

○新井主査 ありがとうございました。 

 続きまして、花俣さん、お願いします。 

○花俣委員 ありがとうございます。 

 私も３つの報告を受けての感想ということになってしまいますけれども、今日の３つの

お話を伺いまして、本人の意思決定支援というテーマというよりも、成年後見制度利用促

進のためというところにとどまらない、人が人として生きる上で、意思の表出が難しい方

を社会がどう支えるのかという大きな視点を、今日持つことができたかなと感じています。 

 個別に申し上げますと、豊田市さんの発表に関しましては、大変きめ細やかな当事者目

線というのが随所に配慮されていて、たくさん同感できるところがありました。まさに、

これが認知症になっても安心して暮らせる社会の実現につながる一助かなと感じました。 

 それから、みずほの高橋様のほうは、意思決定支援に関して、より理解しやすい様々な

研修教材をお作りいただきまして、コロナ禍にもかかわらず研修を実施されたというのは

大変ありがたいなと思っています。 

 水島先生のお話は、本当に初めて聞くような専門性の高いお話でした。SDMとかMCA、IMCA

の取組、意思決定支援のための支援というよりも、意思決定と、そしてその意思実現の支

援ということ、よく学ばせていただきました。 

 今日は、本当にありがとうございました。以上になります。 

○新井主査 続きまして、新保さん、お願いします。 

○新保委員 今日は、皆さん、どうもありがとうございました。とても貴重な意見で、参

考になりました。私のほうも感想みたいになると思いますので、よろしくお願いします。 

 意思決定支援は、特に私たち、発達障害の子どもを持っていますと、とても悩ましくて、

本人が「はい」と言うのは単なる「はい」であって、意思決定ではないし、意味を理解し

ながら次のステップへ行くということ。あと、それぞれの能力の幅が物すごく激し過ぎま

して、そこをどうしようか。１つ気になったのは、IMCAの御説明がとても印象に残ってい

て、日本の場合、すぐ後見庁ができることはないと思うのですけれども、当事者団体がこ

の辺を少し担ってもいいのではないかなと思いました。 

 なので、コロナ禍で当事者団体がどういうふうに専門職の皆さんと参加できるかという

のを考えていく必要を痛感したし、また、そういう部隊を我々の会の中でもつくって、い

つでも参加できるようにしなければいけないかな、準備しようかなという心構えになった
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と思いますので、その辺、具体的にどう落とし込めるかというのをこれから考えていけた

らいいかなと思っています。 

 あと、全てのことに言えると思うのですけれども、１回つくってからアップデートが必

要なはずなので、そこを検証できるシステムを残していければ。今はここまでが精いっぱ

いということはあるのでしょうけれども、そこで決して終わることなく、ぜひアップデー

トすることをぜひ心がけて、これからこの会をやっていただければいいかなと思っていま

すので、感想みたいになりましたけれども、私のほうからはそんなことでお願いいたしま

す。 

 今日は、お三方の先生、どうもありがとうございました。 

○新井主査 大変ありがとうございました。 

 続きまして、櫻田さん、お願いします。 

○櫻田委員 櫻田です。 

 私のほうも本当に感想のようなものになってしまうのですが、ちょっと意見を述べさせ

ていただけたらと思います。 

 意思決定支援についてですけれども、皆さんおっしゃっていただいているとおり、御本

人の意思をどこで、どのような形で示すかというのがすごく大事かなと思っておりまして、

今回御報告にありました豊田市さんの「わたしのノート」の形は、すごくいいなと思いま

した。精神障害をお持ちの方とかは、言葉で自分の意思を話すことがちょっと苦手な方と

かもいるので、こういうツールがあると、支援者の方と一緒に作成もできますし、御自分

で書ける方とかも自分の意思を表明できる、しかも振り返ることができるツールとしては、

すごくいいのかなと思いました。 

 今回、豊田市さんの例を御報告いただきましたけれども、形はどのような形でもいいの

ですが、御本人の意思が何か目に見える形で残せるようなツールが全国的に広がっていく

といいのかなと、今回の御報告を聞いてすごく感じたところでありますので、ぜひこのよ

うな事例、全国的にいいなと思う事例をたくさんこれからもいろいろ教えていただけたら

と思ったりしています。 

 研修に関しましても、続けていくことが大事ということをおっしゃっている委員の方も

いらっしゃいましたけれども、それはすごく私も同意見でして、続けていくことによって

研修を受ける人も増えていきますし、その同じ研修を受けた方たちが、逆に後見人になら

れた方が実際関わられたときに、困ったこととかを共有できるような何かがあるといいの

かなと思っていました。事例という形になると思うのですけれども、こういうふうに自分

が困っていて、何かいい方法はありませんかというつながりができるようなツールがある

と、より研修の内容とかも生きてくると思いますし、そういうものができてくると、支援

者同士のつながりというところでも、よりいいのではないかと思いました。 

 すみません、以上になります。 

○新井主査 ありがとうございました。 
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 続きまして、青木さん、お願いいたします。 

○青木委員 今日は、ありがとうございました。 

 全体的な感想というか、意思決定支援を今後、権利擁護のネットワークの中でどうして

いくかという観点でお話ししたいと思いますけれども、権利擁護の中核になるのは、本人

中心や意思決定支援だと思いますので、地域の連携ネットワークの中でも、全ての担い手

が意思決定支援ということをしっかり意識しながら展開できる地域づくり、都市づくりと

いうことになるのではないかなと思っています。そういった意味で、１つは、今日の豊田

市さんのような報告というのは、大変参考になるなと感想を持ちましたし、こういったこ

とが全国的にも様々な形で展開できるような仕掛けづくりとかがどうしても必要になって

くるのではないかと思っています。 

 また、その中でも非常に中心になる障害や医療、高齢の支援者の皆さんへの浸透という

のが大きな課題だと思いますけれども、今の老健局ないしは障害福祉の関係の予定されて

いるものが十分かという点は、抜本的な対応を研修も含めてお願いしたいなと思っている

ところです。 

 また、障害に関しては、障害福祉サービスに関わるガイドラインとなっている点が、果

たしてそれでいいのか。障害の方は、高齢の方以上に生活範囲が広いわけですから、障害

福祉サービスに限定したようなガイドラインは取りあえずおつくりになったと思いますが、

今後はそれをさらに拡大していくという視点も必要でしょうし、上山先生が言ったような

調整というのも必要かなと思っているところです。 

 また、現場の皆さんからすると、時間のかかる取組である中で、現場に対する様々なイ

ンセンティブとか人的配慮がない中で、ガイドラインを頑張ってくれと言うだけでは、実

際上、難しいのではないかという声も聞きますので、医療・福祉関係の様々なインセンテ

ィブの検討というものが必要なのではないかと考えています。 

 次に、後見に限定して、さらにお話しをしますと、地域福祉と権利擁護という観点で言

いますと、市民後見人の実践が意思決定支援においても非常に大きな役割を果たしている

というのを、大阪の二百何十人の市民後見人の活動を見ていると非常に痛感します。今ま

でも、職員の皆さんが１年も２年も一言も声を聞いたことがない人に、毎週訪問して関わ

りを続ける中で、半年後にようやく声が出て、１年後にコーヒーが好きだということが分

かって、１年半後に一緒にコーヒーを飲みながら、いろいろな話ができるようになったと

いう実践が少なからず報告されていますが、それは専門職後見人にできる話ではとてもな

くて、まさに市民後見人が後見人という立場を超えてでも御本人の意思を引き出すという

実践を、本当に市民感覚でしていく。 

 それは、専門職の皆さんにもできない視点での関わりということで、これを見ている市

民・地域の皆さんは、これから意思決定支援のときに学んで、それが地域福祉の中にさら

に展開される大きなきっかけになると考えています。そういう意味で言いますと、市民後

見人が老人福祉法にも規定されたのは平成24年でありますが、なお４分の１の自治体しか
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養成できていないという現状は、いろいろな方が申し上げていますが、非常に大きな課題

だと思いまして、この点を抜本的に進めるというのを、老健局の皆さんには24年にもう一

度立ち返っていただきたいなと思いますし、障害福祉のほうも、法人後見の中で市民後見

人を活用していくということもうたわれています。 

 また、障害の方々は非常に息が長い支援ですから、法人後見を担う皆さんに意思決定支

援を中心に活動するということも期待されていますので、こちらの法人後見の支援のほう

も、先ほども御指摘があったように、抜本的な強化というのが望まれるのではないかと思

っています。もちろん、専門職団体もこれから強化していきますが、さらにIMCA的な役割

かどうかはともかく、様々な苦情の中で意思決定支援が中核になるときに、裁判所がそれ

についてしっかり関わって、裁判所が一定の方向性を出すということも、運用改善という

意味では非常に大事だと思っていますので、裁判所の意思決定支援に関する機能強化もぜ

ひ今後検討していきたいと思っています。 

 長くなりましたが、以上でございます。 

○新井主査 ありがとうございました。 

 引き続きまして、西川さん、お願いします。 

○西川委員 今日のお話は、意思決定支援という非常に重要なテーマについて、地域で、

あるいは中核機関でどう取り入れていくのか、意識を共有していくのかということに関し

て、非常に重要な示唆をいただいたと思っております。 

 ちょっと感想めいたことをお話しさせていただければ、IMCAのお話をお聞きしたときに、

市民後見人というより、むしろ日常生活自立支援事業の生活支援員が、かなり高度な訓練

を受けて活動しているというイメージを受けました。そういったことを考えたときに、市

民後見人の選任権限は裁判所にあるという前提で、現状ではどういった市民後見人像が求

められているかということがはっきりしない状態のまま、市民後見人育成事業が各地で進

んで、せっかく時間とお金をかけて候補者の育成をしても、十分に活動の場が与えられて

いないという状況になっているわけです。ですから、IMCAに相当するようなものを導入す

るとしても、もう少しその位置付けなり期待する役割なりについて焦点を絞るようにしな

いと、各地でいろいろな取組をしているけれども、なかなか実績が出ないことになってし

まわないのかなという危惧も抱いたという次第です。 

 それから、IMCAの活動は、必ずしも後見制度を前提としないとのことでした。また、豊

田市さんの御報告でも、後見制度を前提とせずに、意思決定支援について地域で意識を共

有していくというお話でした。そうしますと、我々司法書士は、どうしても後見人として

の本人の意思決定支援ということからまず入っていったわけですけれども、そうではない

場面で、でも、多分我々専門職にもできることは何かあるだろうと思います。中核機関あ

るいは地域で後見制度を前提としない意思決定支援の実践が課題になってきたときに、専

門職として、司法書士としてどんな活動ができるだろうか。まだ漠然としたものしか分か

らないのですけれども、何かあるはずなのではないかと感じました。 
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 最後に、意思決定支援のガイドラインについて、いろいろなガイドラインを統一してい

くという方向は必要なのだろうなと、話を聞いていて思いました。ただ、逆に、先ほどの

話とも関連するのですけれども、一後見人として後見事務と被後見人の意思決定支援に関

わっている立場からすると、後見事務のガイドラインから入るから、まだ理解がしやすい

のですけれども、これが後見事務に限らない一般的な本人の意思決定支援をテーマとして

突きつけられると、ピンと来ない、よく分からないなということになってしまったかもし

れない。という意味では、自身にとって身近な課題から入っていくということも必要なの

だろうと思います。それが浸透したときに意思決定支援の統一的な概念がおのずとできて

いくという部分はあるのだろうなと、これは感想めいたものですけれども、思いました。 

 以上です。 

○新井主査 ありがとうございました。 

 続きまして、手嶋さん、お願いいたします。 

○手嶋委員 最高裁家庭局の手嶋でございます。 

 今日は、３人の方のいずれも大変示唆に富む有益な御報告をどうもありがとうございま

した。 

 今、西川委員のお話にもありましたけれども、裁判所としてまず考えるのは、どうして

も成年後見関係の意思決定支援ですが、花俣委員も御指摘されていたとおり、成年後見制

度を超えて広がりのあるものなのだなと、そういった関連する取組の共通基盤になるよう

なものなのだなということを非常に強く感じながら、御報告を伺っておりました。また同

時に、今、西川委員から御指摘がありましたけれども、視点の往復と申しましょうか、ま

ずは身近なところからというのも大事かとも思いながら伺っていたところです。 

 まず、その身近なところ、裁判所として運用に関わります成年後見に関して申し上げた

いと思っております。 

 まず、監督の関係でございます。裁判所としても、意思決定支援を踏まえた後見事務が

広く実践されて実務に定着することが非常に重要であると考えているところですが、この

具体的な在り方について、今後、今日の御報告や各専門職団体等の研修なども踏まえて、

実務での積み重ね、意見交換の積み重ね、そうした蓄積を通じて、その在り方について具

体的に共通認識が形成されていくことが重要だなと思っております。 

 裁判所としては、後見人等を監督する立場で意思決定支援を踏まえた後見事務をどう監

督するかということが問題となりますが、この裁判所による監督というのは、基本的には

後見人の裁量を前提としまして、その裁量権の行使に逸脱・濫用がないかというのを確認

する観点から行われるべきものということになります。 

 その前提として、意思決定支援の標準的な在り方について、イメージが共有されている

ことが重要で、それがありませんと、裁判所の監督の視点もうまく定まりませんし、後見

人において適切な意思決定支援を行うインセンティブを弱めることにもなってしまうと思

っているところでございます。今後、専門職を中心に具体的な実践が積み重ねられて、共
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通認識が広く形成されていくことが期待されていると考えております。 

 なお、これがある意味表裏のところがございますが、裁判所では、裁判所の監督の前提

となる定期報告に関しまして、身上保護や意思尊重義務の履行、意思決定支援を意識した

報告書式の改訂作業を行っているところです。それも含めて、裁判所内部でも意思決定支

援の実践の在り方に対する理解を深めながら検討を進めていく必要があると思っていると

ころです。 

 もう一つは、報酬と意思決定支援の評価の在り方、報酬との関連でございますが、後見

人等の報酬については、現在、裁判所において後見事務の内容や負担などを考慮して、報

酬を算定する方向で検討を進めているところでございます。意思決定支援を踏まえた後見

事務というものについても、併せて、その評価の在り方、その前提となる報告の在り方を

検討しているところでございまして、先ほど申し上げました共通認識の形成に関する状況

も踏まえながら、裁判所でも引き続き検討を進めることになるなと考えているところです。 

 みずほリサーチ＆テクノロジーズ株式会社の高橋様から御報告のありました研修の取組

については、検討段階に最高裁としてもオブ参加させていただいたのですけれども、これ

がガイドラインの策定と並行して検討されたということもよかったのかなと思いまして、

実務的にかゆいところに手が届く内容になっているのではないかと思っております。 

 裁判所では、監督という立場で関わるわけですけれども、運用に関わる裁判所職員が意

思決定支援についても実質的に理解していることが大変重要と思っておりまして、この研

修に関しては、家裁のみならず、高裁も含めて、大多数の庁で運用に携わる職員が傍聴さ

せていただいております。各家裁内では、それを踏まえて、さらにそれを広く共有すると

いう取組も行っているところと承知しておりまして、家庭局としても必要な支援をしてい

きたいと思っております。 

○新井主査 多岐にわたって有益な論点を述べていただいて、ありがとうございました。 

 続きまして、山下さん、お願いします。 

○山下委員 今日は、大変有益な御報告を３件聞かせていただいて、私も大変勉強になり

ました。 

 特に、最後の水島先生に事例を紹介していただいて、オーストラリアで障害のある方が

自ら取引にも積極的に乗り出されるといったものは、まさにこういった意思決定支援の在

り方の理想ではないかと感じた次第です。 

 他方で、そういった事例を見ていて非常に思ったのは、意思決定支援の問題というのは、

取引が絡むと途端に難しくなる部分があるのではないかということでございます。取引と

いうのは、どうしてもある程度のスパンを持って拘束力が発生するわけですし、当然長期

の予測なども必要になってくる。また、取引相手にしてみると、こういった障害のある方

とかと取引することに対して懸念を持たれる方もいるのではないかと思います。 

 そういった意味で、みずほの高橋さんが御紹介になっていますけれども、財産管理のと

きというのは中長期的な視点がどうしても必要になってくる。中長期的な視点が大事だと
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いうことは、ある意味、その場、その場での意思決定というものを尊重するということと

は相反する部分もございまして、その辺の調整というものが非常に難しいかなということ

を考えながら、今日の御報告を伺っておりました。 

 今、私に特に妙案があるわけではないのですが、取引の入り口での取引相手との十分な

折衝とか、あるいは御本人の意思確認というものを十分しなければならず、そういう意味

でも専門性のある方の関与というものが必須になってくるのではないか。場合によっては、

金融機関等に意見を聞くといったことも含めた問題が関わってきて、意思決定支援に関わ

っている方以外の方にも、この意思決定支援の理念というものを十分生かしていただく必

要が出てくるのではないかと思いまして、今日、皆様が取り組まれている、豊田市のガイ

ドラインとかポイント集といったお話も含めて、社会全体が意思決定支援の理念を理解す

るための取組というものがさらに進むことが必要ではないかと感じた次第です。 

 以上です。 

○新井主査 ありがとうございました。 

 オブザーバーではありますけれども、永田さんにも発言をお願いいたします。 

○永田オブザーバー ありがとうございます。 

 今日はオブザーバーで参加させていただいているのですけれども、これまでのワーキン

グ・グループとの関連を踏まえて感じることがございましたので、簡潔に２点だけ発言さ

せていただければと思います。 

 まず、１点目ですけれども、今日のお話をお伺いして、改めて意思決定支援の重要性に

ついて学び、包括的な相談支援と権利擁護支援の関係を考えたときに、包括的な相談支援

体制の基盤となる高齢者、障害者、子ども、生活困窮、それぞれに権利擁護支援の共通基

盤である意思決定支援の考え方を位置づけていく必要があることを感じました。 

 御案内のとおり、成人の高齢者、障害者の方については、それぞれ意思決定支援のガイ

ドラインがあるわけですけれども、生活困窮の部分でも、様々な背景や御事情から、御自

身で思いを伝えることが難しかったり、伝え方が弱い方もいらっしゃいます。生活困窮者

の支援においても、水島先生やみずほさんから今日御紹介いただいたような、意思決定支

援に関する考え方を学ぶ機会や研修、それからガイドラインのようなものが必要ではない

かと感じた次第です。 

 もちろん、上山先生や豊田市さんの御提起にあったように、それぞればらばらにつくっ

ていくだけではなくて、共通の原則を示すということも並行して行うことで、相談支援の

共通基盤に意思決定支援を位置づけていくことが重要だということを感じましたので、発

言させていただきました。 

 ２点目ですけれども、豊田市さんの意思決定支援への市民後見人の方への関与の御提起

ですけれども、まだ具体的ではないと思いますし、軽々には申し上げられませんけれども、

水島先生のIMCAの取組に通底するところがあって、これも市民後見人もしくはその候補者

の方の活躍の場として、おもしろい御提案ではないかなと感じました。 
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 あと、青木先生が述べられた市民後見人の意思決定支援への取組については、私も京都

で市民後見人の方の支援に関わらせていただいて、強く感じているところです。共感しま

したので、つけ加えさせていただきます。 

 以上になります。どうもありがとうございました。 

○新井主査 ありがとうございました。 

 最後になりますか、山野目さん、お願いします。 

○山野目委員 ありがとうございます。 

 本日は、３人の方の御報告を頂戴しまして大変勉強になりました。ありがとうございま

す。 

 大きく分けて２点申し上げます。 

 １点目は、本人と支援者の概念の相対化とでも申し上げたらよろしいでしょうか。当面、

行政や司法における用語概念として、本人、支援者という言葉を用いていくということは

あり得るとしても、実践の感覚において、本人と支援者というものを切り分けて考える発

想を転換していくということが、意思決定支援の一つの大きな柱になるであろうと感じま

す。 

 豊田市のお話にあった、専門家というよりは、むしろ普通の市民として伴走する。水島

委員の御報告にあった、マイケルさんのお父さんですけれども、サポーターというよりは

ビジネスパートナーというのは、良い意味でショックを受けてお話を伺いましたし、みず

ほリサーチ＆テクノロジーの方のおっしゃった、勝手に決められたら嫌という、あの言葉

もまた耳に残ります。勝手に決められたら嫌ということは、考えてみると、別に成年後見

の本人ではなくて、我々であってもいろいろな日常生活の場面で勝手に決められて、少し

かちんときたという場面があるものでありまして、そのような通常の人の感覚をどういう

ふうに成年後見の場で活かしていくかということを、司法と福祉の連携のワーキングにお

いても考えていかなければならないと感じました。 

 既に青木委員、西川委員からお話があったとおり、裁判所がどう受け止めるか、意思決

定支援ないしその研修、それから報酬を関連させた側面について、裁判所にぜひ考えてほ

しいというお話はごもっとものことでございますし、先ほど手嶋委員からもそのような問

題意識を持っているというお話もありましたから、それに勇気づけられつつ、司法と福祉

のワーキングのことも考えていきたいと決意いたします。 

 もう一つは、中核機関という言葉ですが、何と言えばよいでしょうか。中核機関に、恐

らく普通名詞の中核機関と固有名詞の中核機関があるのだろうという予感を抱きます。水

島委員の最後の画面において、モニタリングする外部機関というものがイングランドにあ

って、良い働きをしているという例を御紹介いただき、これは日本にも要るぞというお話

は、もう異論のないところであろうと考えます。こういったところを含めて、そういった

様々な機能を公のミッションとして政府ないし関係機関が引き受けなければならないとい

うことは異論がないであろうと考えますけれども、それをリアルに存在している固有名詞
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としての中核機関に引き受けさせようと言っていくと、各地に様々な事情があり、まだ立

ち上がったばかりというところもあります。 

 むしろここでは、普通名詞としての中核機関というのがもう一つ概念として用意されて

よいでしょう。それに当たるものというものは、まだ存在していない制度もあるかもしれ

ません。そこを埋めていくものとして、どのようなアイデアとか仕組みとか制度を考えて

いったらいいかという点も、これも実は司法と福祉の連携のワーキングの宿題になってく

るであろうと予想します。 

 手嶋委員から、監督に向き合っての裁判所の姿勢のお話をいただきましたけれども、裁

判所の監督と中核機関の営みとの間の隙間の空間をどういう仕組みで埋めていくかという

大きな宿題を、今日は最後の画面とともに頂戴したと感じています。 

 どうもありがとうございました。 

○新井主査 ありがとうございました。 

 出席された方全員に発言いただきまして、時間的にもちょうどいいということで、進行

に協力いただいたことに感謝いたします。 

 私、主査として、まとめる必要もないのですが、少し感じたことを申し上げたいと思い

ます。 

 豊田市については、地域共生社会の実現に向けた包括的支援体制整備のための重層的支

援体制整備事業を、成年後見制度利用促進と連携させている点は、高く評価できるもので

す。成年後見制度利用促進は、地域連携ネットワークの場において、行政、司法、裁判所、

民間が協働していくことが必要なわけですが、行政が重層的支援体制を充実させ、民間が

新しい担い手を生み出している中で、司法、裁判所のそれらの動向に呼応した対応が期待

されると思います。 

 意思決定支援研修については、海外においてもこれだけの規模で研修を行ったことは、

ほとんどないと私は思います。大きな成果であったと考えています。今後は、受講者の意

見等も踏まえて内容をさらに充実させていくことが期待されます。生活困窮者と終末期医

療を受けている患者の意思決定支援が充実することを期待します。現在の状況下では、生

活困窮者支援でも意思決定支援のガイドラインや研修をしていくことが必要であることは、

永田さんの指摘したとおりであります。 

 地域共生社会において、地域住民が広く理解し合える意思決定支援の基本的考え方を周

知していくということも、大きな課題ではないでしょうか。そのことを考えると、家庭裁

判所等、司法機関も広く意思決定支援を踏まえた後見を学ぶ、ガイドラインを学ぶことが

より強く求められるというのは、青木さんの指摘したとおりではないかと思います。 

 本日は、いずれにしても、多様かつ有益な論点をいろいろ出していただきまして、今後

のまとめにも大変有益ではなかったかと思います。皆様の御協力に感謝したいと思います。 

 それでは、本日の議事はここまでとします。 

 事務局から今後の予定等について連絡をお願いいたします。 
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○成年後見制度利用促進室長 事務局です。 

 本日御議論いただきました皆様の意見につきましては、事前に御連絡しておりましたと

おり、新井主査から次回の専門家会議に報告いたします。 

 次回は、ワーキング・グループではありませんで、専門家会議ということで、６月28日

午後１時からの開催を予定しております。 

 また、本日の議事録につきましては、速記ができてきた後に、委員の皆様に御確認いた

だいた上で、ホームページに掲載いたします。 

 本日も積極的な御議論、ありがとうございました。 

○新井主査 それでは、本日の議論は以上とさせていただきます。御多忙の中、参加いた

だいて、本当にどうもありがとうございました。 


